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        日  時： 平成 14 年１月 23 日（水）  13:00～16:05 

        場  所： 中央合同庁舎４号館共用第２特別会議室 

 

 

 
１．地方公共団体からのヒアリング（東京都・調布市） 

  
     ２．その他 
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西野部会長、奥野委員、小幡委員、高橋委員、 
阿保専門委員、井﨑専門委員、佐々木専門委員、中村専門委員、三井専門委員、 

 美原専門委員、宮本専門委員、森専門委員、山下専門委員、山代専門委員 
【説明者】 
（東京都）東京都財務局経理部           三枝企画担当課長 
（調布市）調布市政策室              井上政策調整課長 

ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ株式会社ＰＦＩ推進室   廣實室長 
【事務局】 

     竹内ＰＦＩ推進室長、有木参事官、嶋田企画官、木村参事官補佐、 
菅野参事官補佐、藤原参事官補佐 
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○西野部会長  それでは、時間になりましたので、第 19 回の合同委員会を開会したいと思

います。私が進行役を務めさせていただきます。山内部会長はご欠席でございますが、本

日の件についてはご了解をいただいております。 

 それから、新たに任命された専門委員として、東北大学の宮本先生が本日は出席されて

おられますので、ご紹介したいと思います。 
○宮本専門委員  宮本でございます。よろしくお願いいたします。 
○西野部会長  それでは、早速議題に入りたいと思います。 
 本日は、今後の検討テーマ等の抽出のための第３回目のヒアリングとして、議事次第に

お示ししてありますとおり、東京都と調布市の担当者にお越しいただいております。東京

都におかれましては、都としてのＰＦＩの取り組みと課題について、総括的な推進役とし

てのお立場からお話をいただくこととし、調布市から調布市立調和小学校整備並びに維持

管理及び運営事業について具体的なお話をお伺いすることとしたいと思います。 
 効率的な議論を進めるために、説明については東京都、調布市の順に、それぞれ 30分を
めどにお話いただきまして、その後一括して議論を行うこととしたいと思います。 
 それでは、最初に東京都財務局経理課の三枝企画担当課長から、東京都におけるＰＦＩ

の取り組みと課題についてご報告をお願いいたします。よろしくどうぞ。 
○東京都 ご紹介いただきました、東京都財務局の企画担当課長の三枝でございます。よ

ろしくどうぞお願いいたします。 
 今お話がございましたとおり、資料の表題のとおり、東京都におけるＰＦＩへの取り組

みと課題ということで、いただいた時間では語り尽くせない部分もございますし、専門の

先生方ということで、釈迦に説法になる可能性もございますが、ご寛恕いただければと思

います。 
 早速でございますが、配付資料に沿いまして、取り組み体制と具体的な手順、加えて取

り組み中の事業の概況及びこれまでの経験で明らかになりましたＰＦＩの制度的な課題等

を説明させていただきます。 
 まず、東京都におけるＰＦＩの基本方針、平成 12年 12月に上梓したわけでございます
が、これが策定されるに至った背景、経緯等を説明させていただきます。 
 バブル崩壊後の不景気に端を発します財源不足、財政難は、規模の大小を問わず全国の

地方公共団体に共通の状況であろうかと思います。行政サービスの質を落とさないために

限られた財源をいかに有効に使うかが大きな課題となります。東京都では平成 10年に決算
で 1,000億円を超える赤字を計上したということもございまして、平成 11年に財政再建
推進プランを立てまして、財政再建の具体的な方策として行政の守備範囲の見直しを大き

な柱として掲げました。ＰＦＩなど民間主導による公的施設建設等の方策について検討を

行うということを明示しております。 
 その後も厳しい財政状況等は一向に変わりませんで、特に公共工事のライフサイクルコ

ストを見通しました。投資的経費の圧縮を柱といたします財政構造改革の推進を平成 12年
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６月に提言いたしまして、より具体的に 10％から 20％のコスト削減を目的としたＰＦＩの
導入、あるいは、入札方式として総合評価入札方式を導入せよというような推奨項目が掲

げられました。 
 さらに、東京都債の償還費の急増等、財政に対する新たな負荷要因の出現と相まって、

現実的に行政サービスのあり方を根本的に変えることが喫緊の課題となっております。従

来から公の守備範囲と考えられていた分野を、民間の技術、ノウハウの適用が可能な協働

領域ととらえ直しまして、ＰＦＩなど民間活力の活用について、東京都としての基本方針

を定めることという都庁改革アクションプラン、新聞紙上等では都政改革ビジョンⅠと言

われておりますけれども、これを公表いたしました。それと期を一にして平成 12年 12月、
東京都におけるＰＦＩの基本方針を公にしたということでございます。 
 この基本方針は、ＰＦＩ法や国の基本方針等を踏まえまして、東京都の組織や行財政制

度に対応したＰＦＩの手順を提示したものでございまして、ＰＦＩを含む民間活力を活用

した手法の採用の適否を審査するための委員会と、専門組織を設置する等々の具体的な導

入予定事業の例示などを含めて公にしたものでございます。 
 東京都では、ご承知のように平成 10年９月にＰＦＩ研究会を発足させておりまして、我
が国初のＰＦＩ事業でございます金町浄水場常用発電設備整備事業をモデル事業と位置づ

けて、ＰＦＩの手法の展開にかかる具体的経験を積み上げまして、そのノウハウを背景と

して具体的な手順を制定したというものでございます。 
 実際の取り組み体制でございますけれども、事業を実際に推進する部隊と、予算・財産

等の財務面からチェック・サポートを行う財務局とが一体となりまして、ＰＦＩ手法を展

開するという仕組みでございます。具体的には、事業実施部局は例えばＶＦＭの考え方に

基づいて、ＰＦＩを含む事業手法の検討、あるいは、民間からのＰＦＩ事業の発案を受け

るといった役割を果たす一方で、私ども財務局ではサポート部隊としてのＰＦＩ担当や、

ＰＦＩ手法の採用の妥当性を審査する、先ほど申し上げた委員会を設置いたしまして、財

務面・法務面・技術面の各面から事業をチェックするという体制をとっております。 
 ８ページの別紙１の民活手法検討委員会設置要綱がＰＦＩ手法採用の妥当性を審査する

ものでございます。それから、９ページの別紙２に、取り組み体制のポンチ絵がかかれて

おります。今申し上げたのがこのポンチ絵のところに収斂していくというふうにお考えい

ただければと思います。 
 次に、ＰＦＩを含む民活手法採用あるいはチェックの具体的手順でございます。資料の

２ページから３ページに掲げましたフロー図のとおり、事業の発案から、事業実施のチェ

ックに至るまでの各段階で所与の手続を踏む一方、東京都の場合、例えば最初の事業発案

段階では予算事務規則等に基づきまして、財政・予算を司る財務局の主計部と事業実施部

局との調整、また、５番目の民活手法採用検討の段階では、同じく財務局の予算・財政部

門、契約部門、財産管理部門、営繕部門が一体となりまして、事業実施局から付議された

民間手法の当否について、それぞれ専門的な観点からチェックをしていく、内容を精査し
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ていくというステップをとっております。 
 ごらんいただいている図で見る限り、事業実施局が主体となってＰＦＩ事業を全体とし

て展開するような図式になっておりますが、実施方針の決定あるいは公表、さらには契約

書案の策定、公表等々の各段階において常に財務局が協議を受けてサポートする体制とな

っております。詳しくは、10・11・12ページの別紙３につづってございます民間資金等を
活用する手法の採用等に係る事務取扱いについてという文書に沿って、手続を進めており

ますので、後ほどご高覧いただければと思います。 
 ３に掲げました民活手法の具体的な導入につきましては、先に述べました財政再建諸策

の方針に沿って幅広い観点から、ＰＦＩを含めた民活手法の採用を積極的に検討いたしま

して、民間との協働体制の下で事業を展開するスタンスが市民権を得つつございます。先

ほど申し上げた平成 12年 12月に出しました基本方針書には、ＰＦＩのモデル事業となっ
た金町浄水場常用発電設備整備事業をはじめ７事業が掲げられております。このうち財務

局が所管できる知事部局の５事業については、13ページの別紙４に事業の進捗度合いが掲
載されております。これは先ほど申し上げた手順に沿って、事業実施部局が今どこの段階

で事業を進めつつあるのかということを一覧表にしたものでございます。非常に詳細な図

でございますけれども、時間の関係もございますので、後ほどご高覧いただければと思い

ます。 
 次に、いよいよ本題に入るわけでございますけれども、これまで私どもが事業実施部局

とＰＦＩの推進等々にかかるいろいろな調整等を行ってきたわけでございますが、その経

験の中で明らかになったＰＦＩを進める上での横断的な課題、あるいは、制度的隘路と言

えるものについて順次説明させていただきたいと思います。 
 ＰＦＩが救世主のごとく扱われまして、はやりの手法としてもてはやされすぎというき

らいがなきにしもあらずでございますけれども、後述いたしますとおり、超長期にわたり

財政支出を伴う手法でございまして、軽々かつ無計画に導入すると、場合によっては地方

の財政に破綻を来すというリスクを含んでいるのはご承知のとおりでございます。そこで

いかなる判断基準をもってＰＦＩを導入するかが問題となるわけでございますけれども、

現時点では残念ながら国・地方に共通するＰＦＩの統一的な導入判断基準がないのではな

いかと考えております。ここでは、現時点で東京都がＰＦＩの採用を検討する場合のより

どころを幾つか例示しております。特に地方公共団体全体で見てみれば、それぞれ置かれ

た事情、地域特性等々に違いがございますので、これ以外の基準等もあるものと思料され

ますが、順にご説明申し上げます。 
 まず事業の公共的意義というところでございますが、長期間にわたり住民のニーズが見

込める事業であるか否かという視点が肝要でございます。ありがちな話でございますけれ

ども、手段としてのＰＦＩの導入が目的となりまして、長期にわたり一定の行政需要が見

込めない事業を無理に民間にお任せして、結果として行政効果の伴わない、言葉は悪いで

すが、経費を垂れ流すということは厳に慎むべきであると考えております。逆に、長期に
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わたる安定的な需要があれば、民間事業者にとって事業計画が立てやすく、あるいは、入

札参加者の増加等による競争効果、すなわち一層の経費の削減が見込めること等もござい

まして、公にとってもメリットがあるというふうに考えられるかと思います。 
 ただし、どの行政分野がＰＦＩ手法の導入に適しているかにつきましては、国・地方で

ＰＦＩの実績が積み上げられるのに従って自ずと明らかになってくることも考えられなく

はございませんけれども、行政のスピードアップが求められる昨今の需要を鑑みまして、

事業全般にわたり網羅的かつ一律にＰＦＩ手法を導入するということではなくて、将来的

に住民の要望の逓増が確実視される環境の分野、あるいは、福祉の分野等々を中心に、同

手法を導入して、効率的かつ効果的なサービスの提供を図るという観点も今後必要になっ

てくるかと考えております。 
 次に、民間がノウハウを有する事業という項目でございます。民間手法を導入しようと

する事業につきまして、民間の持つノウハウ、スキルが幅広く、また有効かつ的確に活用

できるものでなければ、効果的なサービスの提供は伴わないと考えております。ただし、

民間のノウハウや創意工夫と口では簡単に言えても、行政の守備範囲の広さに合わせて、

その種類とか数もあまたございますし、技術の陳腐化や更新のスピードも今までになく速

いということで、１つの地方公共団体が所要の情報をあまねく集めるのは無理があるので

はないかと感じております。シンクタンクやコンサルタント等の企業から必要な都度情報

を得るというのも一方途でございますけれども、国だけ、あるいは特定の地方公共団体だ

けが情報を独占するということではなくて、互いの情報を相互に融通して共有できるシス

テムがあればより効率的でもありましょうし、企業間の競争性が高まることも期待できま

す。ひいては住民に対してより低コストで質の高いサービスの提供が可能になると考えて

おります。 
 次に、事業の収益性・安定性についてでございます。いかにして行政サービスの継続的

かつ安定的な提供を確保するかというのは根本的な課題でございます。それを確実ならし

めるためには、当然のことながらＰＦＩの一方の当事者である民間事業者、すなわちＳＰ

Ｃの経営を長期にわたり安定させるだけの収益を上げられなければならないわけですが、

どの程度の利益が必要なのかを判断する尺度が難しい、収益性を見極めることが地方公共

団体にとっては非常に難しいということもございます。ＶＦＭの多寡にのみ着目するので

はなくて、行政と民間事業者との事前の情報交換の中で、特に予測キャッシュフローに着

目して利益率を上げる工夫、あるいは、経営上のリスク圧縮の工夫を確認しておくこと等

が肝要ではないかと考えております。 
 次に事業の規模でございます。ＰＦＩ事業の場合、多くはプロジェクトファイナンスと

して金融機関から資金を調達するということになるわけでございますけれども、その場合、

行政と民間事業者の双方にとって事業採算のバランスがとれるだけの規模を有していなけ

れば、融資の対象にならないという事情が最近聞こえております。金融機関が資金を拠出

するだけの魅力、言い換えれば、確実に収益を上げることのできる事業規模を具備してい
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ることが不可欠となるわけでございますけれども、最適な事業規模はどの程度のものなの

かということを具体的に見極めるのが非常に難しいという事実がございます。 
 規模が小さい事業だと手続コストばかりがかかってしまいまして、採算を上げることが

非常に難しい。この点から言えば、手続にコストをかけても、なおそれを上回るコストの

削減が可能となるだけの事業ボリュームが求められるのではないかと考えております。一

方、事業規模が余りに大きい場合は、民間事業者がリスクを負いきれなくなるのではない

か。そうなると資金調達そのものが困難になるということもございまして、この見極めの

基準をどこに置くかということを今後考えていかなければならないと思っております。 
 次に事業のタイプでございます。現況ではハコモノＰＦＩが主流となっておりますが、

行政効果の面から言えば施設建設、すなわち投資的経費にかかるコストの圧縮も肝要でご

ざいますけれども、施設建設後、人件費とか維持補修費等々の間接費の大幅節減によりま

して、長期にわたり民間事業者から廉価で質の高いサービスが安定的かつ継続的に提供さ

れることが重要でございます。将来的には総事業費に占める運営・維持管理費の比重が高

いか否かがＰＦＩ導入の重要な判断基準になるのではないかと考えております。 
 次に複数のサービスの供給先という項目でございます。事業の継続性を確保する観点か

ら、提供しようとするサービス、すなわち民間から購入しようとするサービスが複数の経

路から入手できることが不可欠ではないかと考えております。事業者間の競争による経費

節減効果、あるいは、サービスの代替供給先の確保によるリスクの軽減、サービスの質の

向上効果等を見込むことが可能で、寡占状態でのサービスの提供ではメリットが薄くなる

のではないかと考えております。多少質を異にいたしますが、例えばＰＦＩ事業者から提

供されるサービスが電力供給ということであれば、万が一ＰＦＩ事業者がサービスを供給

できない場合も、既存の電力会社から電力を購入できるということは可能でございまして、

行政サービスの提供そのものが停滞することがない、こういった状況が肝要ではないかと

考えております。 
 次の項目は補助金と書いてございますが、ＰＦＩの適用が補助金の有無を左右しないと

いうことがＰＦＩを導入する際の重要な判断材料となります。従来型の行政による直営事

業手法にのみ補助金制度の適用が認められる場合には、ＰＦＩの導入に先立って補助金を

超えるＶＦＭが求められることから、現実的にはＶＦＭを出すことが相当難しいのではな

いかと考えております。後ほどまたお話があるかと思いますが、平成 14年度の政府予算案
は、新聞報道の限りでは、国土交通省の駐車場整備に対する補助や、厚生労働省のケアハ

ウスや保育所の整備にかかる補助等が、ＰＦＩ手法を採用した場合でも認められるという

ことになっておりますけれども、実際の住民サービス提供窓口となる地方の需要がどれだ

け幅広いかということにもう一度着目していただきまして、地方の実情に応じてＰＦＩ事

業について補助制度がフレキシブルに活用できるような仕組み、システムが必要ではない

かと考えております。 
 最後の項目ですが、事業成果の計測でございます。説明責任を負う行政の立場から事業
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の効果、言い換えますとサービスの質について、事業開始前はもちろんのこと、期中ある

いは事業終了後にその効果が明確に計測できるものでなければならないと考えております。

また、事業を受託する立場の民間事業者の側にとっても容易にそれが示されるものでなけ

れば、ＶＦＭ算定の詳細な調整がかなわないということを最近感じております。 
 （2）以降は、私どもが幾つかのＰＦＩ事業を実際に進める上で現れてきた個別具体の検
討課題でございます。まず、公の施設の管理受託者という問題がございます。昨年 12月初
旬のＰＦＩ法の改正で、ＰＦＩ事業者が行政財産である土地を借り受けて、その上にＰＦ

Ｉ事業としての公共施設と民間収益施設とが一体的に建設できるようになりましたけれど

も、収益の安定性を確保するにはまだ幾つか課題があるのではないかと思います。 
 具体的には、ＰＦＩの事業の成否はそのＰＦＩ事業の安定性、継続性をいかに確保する

かにかかっているわけでございますけれども、ＰＦＩ手法のうちＢＴＯ等の幾つかの方式

では、施設建設後にその所有権が行政の側に移行して地方自治法上の公の施設となります。

現行法制度の下ではＰＦＩ事業者が公の施設の管理受託者となりづらい事情がございます。

このことは公の施設の利用料金を自らの収入として収受できないこと、さらにはＰＦＩ事

業者側で需要の変動を自己の責任において速やかに料金体系に反映すること、翻って言え

ば需要の変動に伴うリスクを引き受けがたいという事情もございまして、最終的にＰＦＩ

事業の成否にかかわる行政と民間の適切なリスク配分にも影響を及ぼすのではないかと考

えております。 
 次に履行確保の問題でございます。超長期にわたる事業の履行を確保するための制度の

整備がまだ十分とは言えないのではないかと考えております。地方公共団体はＰＦＩ事業

者による継続的な公共サービスの提供の確保、すなわち契約の履行の確保を図るために、

地方自治法等々に沿ってＰＦＩ事業者に契約保証金を納付させる仕組みがございます。一

方で、ＰＦＩ事業の場合、施設の建設と長期にわたる管理運営が一体となった契約となる

ことから、事業費総額は相当高額なものとなりまして、それに比例して契約保証金等も高

額化し、事業開始当初に必要とされるイニシャルコスト等々の部分で、ＰＦＩ事業者の経

営を圧迫する可能性があると考えております。 
 次に、ＶＦＭ検証に際しまして問題となる課題、あるいは、イコールフッティングにつ

いて簡単に触れさせていただきます。資料の５ページから６ページに記載してございます

とおり、税制上の不平等、あるいは、開発許可行為にかかる官民格差とも言うべき課題、

さらにＶＦＭの算定方法そのものにかかる課題があるのではないかと考えております。 
 まず税制上の課題でございます。ＰＦＩはたとえ行政に代わって民間事業者が行政サー

ビスを提供するものであっても、民間事業という点に着目されて事業所税が賦課されるほ

か、施設を民間事業者が所有する形態の下では不動産取得税、登録免許税等々が全額課税

されるという事情がございます。これらの税目については、施設の公益性や事業内容、事

業主体の公共性に着目して非課税措置や軽減措置が個別に設けられておりますけれども、

行政に代位して行政サービスを提供するというＰＦＩ事業の特性に着目して同様の非課税
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ないし軽減措置が適用される時期にきているのではないかと考えております。 
 それから、ＰＦＩ事業の施設が民間事業者の所有である場合、当該施設資産については、

法定耐用年数に従って減価償却をされて経費に計上されてまいります。事業用資産の耐用

年数はＰＦＩの事業期間よりも一般的に長いために、事業期間満了時に未償却残高が生じ

てしまい、行政へ無償譲渡を条件といたしますと、除却損が発生するという事実がござい

ます。当該除却損による赤字は、連結ベースになりますが、出資企業の決算にも影響を及

ぼすほか、未償却部分について事業期間中にサービス購入料が支払われるために、見せか

け上の利益が発生することになりまして、当然のことながら当該利益についても法人税が

賦課されるという仕組みがございます。こうした、利益上に差し障りがある部分を回避す

るために、事業期間に見合った特別償却制度等々を検討していただけないかということを

考えております。 
 また、多くの場合、ＰＦＩの事業期間中に施設の大規模修繕が必要となりますが、地方

公共団体は財政支出の平準化を旨に事業期間中のサービス購入料の支払いを一定とするた

めに、ＰＦＩ事業者は将来の大規模修繕に備えて経費、修繕引当金なり積立金になろうか

と思いますけれども、これを積み立てておく必要がございます。ただ、当該経費は税引き

後の利益から積み立てられるために、結果として大規模修繕に備えるために、法人税を納

付しなければなりませんので、大規模修繕実施前の期間中の経営に多少影響を及ぼす懸念

がございます。 
 次に、開発行為上の課題でございます。都市開発法における開発許可については、開発

の主体が行政であれば許可不要となっておりますけれども、ＰＦＩ事業については民間事

業者が開発主体となるために、開発に際して施設の公益性を立証しなければならず、関係

機関との協議に相当な時間と労力を要するという事実がございます。また、公園施設をＰ

ＦＩ事業として建設・運営する場合には、公園管理者に設置許可を求める必要もございま

すので、公園施設の設置許可については原則として民間事業者には行わないという事情も

ございまして、特例として当該許可を取得するについても相当な時間を要するという事実

がございます。 
 また、ＰＦＩ事業者が都市公園内において施設を建設する場合の土地使用料や占用料も

当然には免除となりませんで、同事業者が地方公共団体の普通財産である建物を改修・運

営する場合の建物貸付料についても免除されないという仕組みになっております。こうし

た経費の免除は、結果的にサービス購入料の低減につながるのではないかということもご

ざいまして、ＰＦＩ事業者を地方公共団体と同一と見なしていいかどうかは別といたしま

して、代位者として取り扱って、個別案件ごとの協議を省略するような手立て、時間的に

省力化するということが今後必要になってくるのではないかと考えております。 
 さらに、国・地方によって差異はございましょうが、例えば東京都の場合、公園施設の

設置許可、公園用地の占用許可、普通財産（建物）の貸付期間が５年間と定められており

まして、ＰＦＩの事業期間は通常この期間よりも長期にわたるため、事業期間中に許可や
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貸付の更新手続が必要になってまいります。民間事業者にとってはこうした許可が更新さ

れないリスクは無視し得ませんで、将来例えば外資系企業がＰＦＩに参入しようとする場

合、それが障壁になるのではないかということを考えております。 
 次に、ＶＦＭ算定方法の項目でございます。ＰＳＣの算定については、現況、入札予定

価格をベースとして行っておりますけれども、現実の発注におけるこれまでの経緯を見ま

すと、落札額は入札予定価格を相当下回るという事実がございます。契約の面から考えま

して、落札価格の高どまり、すなわち余分な経費の支弁を回避するという観点から、ＰＳ

Ｃの算定基準を落札予定価格ベースまで落とすことができないかということを検討してお

ります。これにつきましても、ＰＳＣの算定方法ということで統一的な方針があると地方

公共団体にとっては仕組みがつくりやすい、あるいは、事業に参入しやすいという事実が

ございます。また、現在価値への割引率について、これまでの例を散見いたしますと、３％

とするもの、あるいは、４％とするものがございまして、金利水準等をベースといたしま

して、統一的な数値を用いてＶＦＭの算定に対する信頼性を高める必要があるのではない

かと考えております。 
 次に、（4）の契約制度面の課題について順次説明させていただきます。 
 まず、競争性の確保についてでございます。総合評価一般競争入札の場合は、落札者の

決定は１回の入札票、事業提案書の審査で行わなければなりませんで、提案書の作成には

数千万円を越す経費が必要となることから、民間事業者にとって相当の負担となります。

相応の落札可能性があって、しかも体力のある一部の限られた業者間での競争にとどまる

可能性があるのではないかと考えております。 
 例えば、これが現行の法制度の中で可能かどうかは別ですが、落札者の決定過程を二段

階選抜方式といたしまして、第一段階では参加企業のＰＦＩ事業に対する基本的な考え方

や企業の経営状況など基本的な事項を審査するにとどめまして、当該審査にパスした企業

が次の段階に進めるような仕組みを用意すれば、より多くの企業の参加が可能となりまし

て、競争性を向上させることが可能になってくるのではないかと考えております。 
 次に、優先交渉権者との交渉についてでございます。同じく総合評価一般競争入札にお

いては、契約条件を入札公告において明示することが求められるとともに、落札者との交

渉により当該条件を変更することは基本的に許されておりません。しかしながら、ＰＦＩ

の契約は施設の設計、建設から長期にわたる運営・維持管理までを広範に含むものでござ

いまして、地方公共団体、民間事業者の双方にとってよりよい契約内容とし、結果として

すぐれた行政サービスの提供を確保するためには、入札公告前の調整よりも、その後の調

整を詳細に行うことが必要ではないかと考えております。優先交渉権者が決定した後に、

地方公共団体と当該交渉権者との間で契約について調整を行う、場合によっては契約内容

を一部変更できるという余地を残すことはいかがかということで、これから検討する余地

があるのではないかと思料しております。 
 次に、財政上の課題について説明させていただきます。 
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 まず財政の健全性の確保についてでございます。一昨年３月の自治事務次官通達により

ますと、ＰＦＩ事業における債務負担行為は、財源調達の手段として設定する債務負担行

為に該当しないものの、財政の健全性確保の観点から、当該債務負担にかかる支出中、施

設整備費や用地取得費に相当するもの等、公債費に準じるものの起債制限比率の算定に含

むという示達がございました。裏を返せば、ＰＦＩ事業だからといって地方公共団体の財

政運営の埒外に置かれるものではございませんで、長期にわたり継続的に歳出予算を拘束

するということを、地方公共団体として思料しておくべきだろうと考えております。 
 財政状況の厳しい折柄、すべての事業の推進方法として軽々にＰＦＩを採用することは

非常に難しいということもございまして、ハード部分のみならず、管理・運営といったソ

フト部分の将来にわたり約束された支出を常に認識いたしまして、起債制限比率はもちろ

んのこと、公債費比率や公債費負担比率等の支出にも十分配意をして、財産の健全性を確

保すべきであろうと考えております。今後のＰＦＩ手法採用の拡大敷衍を視野に入れまし

て、これらの比率の用い方が従来方法でよいのかどうか。要するに公債費負担比率が何パ

ーセント以上については財政の支出上制限があるというような考え方を少しフレキシブル

に考えてもいいのではないかと思っております。 
 次に、債務負担行為と支出負担行為の関係でございます。債務負担行為は入札公告前に

設定されるのが望ましいとされる一方、設定年度内に支出負担行為がなされない場合には

失効いたしまして、再度設定しなければならないという制約がございます。したがって、

債務負担行為設定年度内に入札公告、落札者の決定、契約議案の議決を行う必要もござい

ますけれども、入札公告に対する民間事業者からの質問と回答、あるいは、提案書の審査、

契約交渉、議会手続等を同一年度に行うにはスケジュール的に相当困難が伴うのが事実で

ございます。提案の詳細かつ十分な審査、あるいは、適正な契約交渉等を確保するために

は、債務負担行為そのものにかかる所与の制約を緩和する必要があるのではないかと考え

ております。 
 最後に、政策上の課題を幾つか説明させていただきます。 
 一番肝要なのは中小企業対策でございまして、ＰＦＩ事業で施設の建設や管理・運営の

主体が民間事業者となり、また、それらが一括発注されることによるスケールメリットが

ＶＦＭにつながることから、中小企業が同事業に参画することが制度的に難しいという事

実がございます。あわせて、ＰＦＩ事業の特性から発注規模がＷＴＯの政府調達協定で定

められた基準を越すことが容易に想定されますので、都道府県や政令指定都市の場合、同

協定のグローバルスタンダードである内外無差別の原則から、総合評価一般競争入札への

民間事業者の参加資格として、域内の中小企業という要件を付加することができません。

この点からも、地方公共団体における中小企業、地場産業の育成という政策上の課題と相

反する部分が出てきております。 
 以上申し上げましたように、ＰＦＩ事業の推進・展開に伴って、当初想定できなかった

制度的制約や隘路が幾つか明らかになってきております。だからと言って、経済状況、ひ
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いては地方公共団体の財政状況の好転が当面見込めない状況にございまして、国の参画等

でせっかく勢いがつき始めたＰＦＩを放棄することもかないません。当面、ＰＦＩのどの

部分を改善して隘路を解消すべきなのかを、国・地方あるいは民間事業者も一体となって

考える時期にきているのかと考えております。 
 そこで締めくくりといたしまして、先に説明した隘路のうち当面何を優先的に改善すべ

きかを東京都として提案しておきたいと思います。まず、地方公共団体で今後広く適正に

ＰＦＩが導入されるためには、よりどころとなる統一的な導入判断基準を準則等の形で示

していただくことが肝要かと考えております。東京都においても、既に新聞報道等でご承

知かと思いますが、重要施策の推進に先立ってＰＦＩの検討が求められておりまして、早

期に独自の導入判断基準を定めていきたいと考えております。 
 次に、ＰＦＩ手法の採用の如何をよりスムーズに検討するために、ＶＦＭ検討上の課題

の解消、イコールフッティングの確保が急務ではないでしょうか。さらに、東京都をはじ

め既にＰＦＩ手法によって事業を進めている団体における事業の進捗の一層な円滑化とス

ピードアップを図るといった観点から、債務負担行為にかかる制度的制約の緩和、あるい

は、優先交渉権者との交渉スタイルの変更も重要かと考えております。 
 これらの改善と並行して、地方の問題になりますけれども、各地方公共団体にかかる共

通の課題である参加企業に係る制約、すなわち中小企業のＰＦＩ事業への参加機会を確保

する工夫を施す必要があるのではないかと考えております。地方政治の力学的ベクトルが

ＰＦＩ導入と反対方向に向かないためにも、この対応は地方にとって喫緊かつ不可欠でご

ざいまして、地方のみで解決し得るものではございませんで、国の協力等も仰がなければ

ならないと考えております。 
 これから先、国・地方で広くＰＦＩが展開されるに従って、新たな制度的隘路あるいは

制約が出てくることも容易に想像ができますが、中央・地方も持てる情報を積極的に開示

して、知恵と力を出し合って協力していかないと、ＰＦＩそのものが行き詰まってしまう

のではないかという危惧感がございます。わけても、内閣府が中心となって関係省庁にお

けるＰＦＩの議論を総括していただき、統一的に制度改善に臨まれるよう最後に要望して、

私の説明とさせていただきます。ありがとうございました。 
○西野部会長  どうもありがとうございました。続きまして、調布市政策室の井上政策調
整課長、それから、アドバイザーとして本件事業に参画されましたパシフィックコンサル

タントの廣實ＰＦＩ推進室長から、調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業

の事例について、ご報告をお願いします。 
○調布市 ご紹介いただきました調布市の井上と申します。よろしくお願いいたします。

今回、調和小学校でＰＦＩ事業を導入いたしましたので、その具体的な進め方等について

これまで経過をご報告させていただきたいと思います。 
 今回の小学校の建設に関しましては、初めからＰＦＩを想定していたわけではございま

せん。その関係で導入の経過を最初に簡単に説明させていただきたいと思いますが、資料
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の１ページでございます。調布市でも平成８年に小学校の統合という問題が出てまいりま

した。20年ぐらい前までは毎年のように小学校、中学校をつくり続けていた時代がありま
したが、それから 20年たたないうちに統廃合ということが出てまいりまして、今回の小学
校は調布市における初めての学校の統廃合ということでございます。 
 したがって、地元でいろいろ話し合いをしながら、統廃合に向けて準備を進めてまいり

ました。そのために地元に対して、それなりの統合の痛みを味わっていただいたという観

点から、施設に関してはこれまでにない内容になっております。例えば全館冷暖房とか、

小学校ではありながら中学校規模の体育館とか、後でまたご説明いたしますが、温水プー

ルがついているとか、調布の中では考えられないような学校になってしまいました。その

ために事業費もこれまでに比べて倍以上に膨らんでしまったということでございます。 
 ここにありますように、平成 11年には実施設計も完了しておりまして、２つの小学校が
あって、１つの小学校で統廃合して、学校をスタートさせ、もう１つの空いた学校を取り

壊し、そこに新たな学校の校舎等を建設するという事業です。これが固まりまして、11年
４月には統合新設校が開校いたしました。その時点で校舎の建設ということで予算化をし

ようということになったわけですが、ご承知のとおり財政状況がかなり厳しいということ

から、他の方法で財源調達できないかということが庁内で話題になりました。 
 そのときに持ってきたのがＰＦＩでございます。ＰＦＩにつきましては、平成 10年８月、
私どもの指定金融機関である富士銀行のプロジェクトファイナンス部の方をお招きしてＰ

ＦＩについて勉強会を持ちました。そのときは、当時の政策室の職員及び関連する都市計

画とか、一部職員を集めまして、当時のイギリスでの様子、それから、ちょうど日本では

法制化の議論が始まっていたときですので、その状況などのお話を伺いました。ただ、そ

のときはお話を伺ったというだけで、調布市としてＰＦＩをこんな早く導入するとは当時

は全く考えておりませんでした。 
 その後、先ほど申し上げた統合新設校の財源調達をどうするかという議論の中で、平成 1
2年２月に庁内にＰＦＩ研究会を設置いたしました。13年度予算に両にらみでいこうとい
うことになっておりまして、13年度予算で通常の公共事業方式による小学校建設の予算化
もしておりました。それと同時にＰＦＩについても並行して検討しようと。ＰＦＩの検討

をしながら、それがだめであれば通常の公共事業方式でいくという腹を決めた上で臨みま

したので、平成 12年２月 28日に研究会を立ち上げておりますけれども、翌日から開会さ
れた市議会には公共事業方式による３カ年の債務負担行為による調和小学校の施設建設の

予算を措置していたという事情があります。 
 平成 12年２月に始めた庁内研究会では、ＰＦＩとは何かというところから始まりまして、
具体的なケーススタディとして調和小学校を取り上げて、専門的な見地というよりは、私

ども職員レベルによるＶＦＭもどきのことをやってきたわけです。そして、６月まで庁内

で研究を重ねまして、８月には一定のＶＦＭが出るであろうという報告を出してその研究

会は役割を終えております。 
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 そこでまた具体的にＰＦＩに踏み込めなかった理由については、後で申し上げますけれ

ども、義務教育施設の場合は国庫補助金というよりも負担金に近い形で国から補助金が支

出されます。当時、文部省との事務レベルの折衝の中では、ＰＦＩ事業としては補助金が

出せるかどうかわからないというご返事でした。全体の事業費は公共でやると 45億円ぐら
いと見ていたんですが、そのうち補助金の額は、２ページの中段にありますように５億 4,
000万円程度を予定しておりました。ですから、事業費全体のほぼ９分の１になるわけで
すが、これが入ってくるとこないとでは全く違うであろうと。それから、国と市町村との

財政制度の関係から申しますと、義務教育施設については国の負担があってしかるべきと

いう考え方もありますので、国庫支出金の支出の担保がない限りなかなか踏み込めないと

いう事情がありまして、ＶＦＭは出るであろうという計算はしていたものの、国庫補助金

が出る出ないがＰＦＩに踏み込むか否かの判断基準になりました。 
 そうこうしているうちに、公共事業方式で手続を進めなければならない期限が、９月末

から 10月の頭と。平成 14年２学期からというふうに開校時期が押えられておりました関
係から、工期等を考えますと、平成 12年の９月までには何らかの形で結論を出さないとい
けないということで、その間も精力的に、東京都教育庁を通じて文部省の意向等を伺って

まいりましたが、その時点でもはっきりとした形で補助金をお出ししますという回答がい

ただけませんでした。我々は研究会レベルで、市の職員が何もわからない中でさまざまな

シミュレーションを行ってきたわけですが、専門的な知識をお持ちの方にお手伝いをいた

だきながら厳密にやってみて、どうしてもだめであれば公共事業方式で、工期を遅らすこ

とも覚悟しながら、10月には具体的にプロジェクトチームという形で、庁内関係者を集め
て設置いたしました。それが別表１でございます。 
 ３ページに調布市ＰＦＩ推進体制ということで、庁内に調布市民間資金等活用事業プロ

ジェクトチームを設置いたしました。私ども政策室が事務局になりまして、事業所管部署

である教育委員会、それから、ここに図書館が入っておりますが、調布市は中央図書館の

ほかに 10館のブランチを持っておりまして、それが今回の小学校のすぐそばにあったとい
うことから、小学校の中に入れてしまおうという発想で、地域図書館が学校校舎の１階に

あって、２階が学校図書館というつくりになっておりまして、そういう図書館の関係もあ

るということで図書館の職員、あるいは、財政関係、営繕、契約、それから、このときに

は初めての取り組みでもありますので、自治法に強い職員とか民間の財務会計に詳しい職

員とかいった、所管部署に関係なくそれぞれの特性に応じて人を集めて推進体制をとりま

した。 
 10月ごろからそういう体制をとりまして、具体的なアドバイザリー契約をパシフィック
コンサルタンツと結びまして、具体的に実務的な検討を進めてまいりまして、その間、例

えば自治省とも協議をさせていただきました。後で申しますけれども、今回の事業資金は

ＢＴＯ方式になっております。なぜＢＴＯ方式を採用したのかということについては、文

部省から最低限、補助金を出す前提としてはＢＴＯ、所有権を持っていないと出せないと



 15 

言われましたので、その点と、学校の場合、災害が起きた場合の緊急避難場所というんで

しょうか、住民が集まってくるということもありますので、市に所有権がないと災害対応

時にいろんな面で不都合が生じるのではないか、そういう２つの点から今回はＢＴＯ方式

を採用させていただいております。 
 自治省からもう１点言われたのは、ここには書いてございませんが、財政制度の問題で、

現行、学校の場合には国庫補助金、その裏の地方債、さらに地方交付税という形で、財政

負担は現在の地方財政制度の枠組みの中で平準化されているのではないかということでご

ざいます。ただ、調布市は地方交付税の不交付団体でありまして、交付税上措置されても

現金として入ってこないということもありました。その点では、自治省の方から、いかに

も不交付団体の発想ですねと言われまして、確かにそのとおりかもしれませんが、交付税

で幾ら措置をされても我々としては財政上何ら影響はないということで判断いたしました。 
 そのほか、東京都とか政策投資銀行等々にもいろいろご相談いたしまして、さまざまな

アドバイスをいただきながら進めてまいりました。 
 ４ページにまいりまして、具体的な事業といたしまして、調和小学校の校舎及び体育館

等々の整備並びに維持管理、運営事業となっております。施設に関しては、校舎と体育館

等、屋外運動場でございます。先ほど申し上げたように、基本的な実施設計が終わってお

りますので、その実施設計に沿って施設を建設していただき、維持管理及び運営をしてい

ただくという事業内容になっております。実施設計に関しては、統合の関係から地元住民

の方々の意見を取り入れたり、教職員の方々の意見を取り入れるなどしてやってきました

ので、基本的には実施設計に沿ってやっていただくと。ただ、その後の維持管理及び運営

を考えた場合、後で申し上げますが、許容範囲で若干の設計のＶＥ提案書、そういったも

のに対しては柔軟に対応していただいて結構ですということにいたしました。 
 ５ページにまいりまして、事業内容のうちの事業方式ですが、先ほど申し上げたように

今回はＢＴＯ方式で、16年間としております。また、ＰＦＩ事業の範囲といたしましては、
１つは施設の建設、それから、屋外運動場の設計及び整備工事ですが、これは設計をいた

しておりませんので、屋外運動場に関しては設計及び整備工事、それから、施設の譲渡を

行い、施設等の維持管理、それから、ここでは屋内温水プールがございますので、その運

営をしていただくと。ただ、運営についても、先ほどありましたように、地方自治法上の

公の施設については管理委託ができませんので、総合体育館に温水プールを持っておりま

すが、そこと同じ料金体系で、そこでやっている事業内容レベルのものをこの調和小学校

の屋内温水プールにおいてもやっていただければということて、事業レベルだけを示しま

して、細かい内容はお示しいたしておりません。そういったプール運営となっております。 
 ちなみに、今回の小学校は開かれた学校づくりというのが一つの大きなコンセプトにな

っておりますので、屋内温水プールとか地域図書館が入りますが、学校の入口と地域開放

施設の入口は別個になっておりまして、温水プールは学校教育時間以外はすべて地域住民

に開放するという形になっております。ですから、学校教育で使う以外の時間帯について
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運営していただくという内容でございます。 
 費用の負担に関しましては、施設建設費相当分と維持管理及び運営部分について、ＰＦ

Ｉ事業期間にわたって事業者に支払うという内容になっております。それから、事業期間

ですが、13年４月に着工いたしまして、14年７月に建設を終え、施設の引き渡しを７月末、
新たな校舎の授業開始が、今年の２学期、９月からということを予定しております。それ

から、維持管理・運営委託期間は、14年８月から平成 29年３月末、いわゆる平成 28年度
末までということで想定いたしております。 
 ６ページにまいりまして、ＶＦＭの検討ということで、ここでは前提条件の整理という

ことで出させていただいておりますが、工事費などについては削減率を 20％で見ておりま
すが、これは明確に根拠があってということではございません。安全を見たのと先行事例

が幾つかございましたので、ＰＦＩ方式の場合には 20％の削減率を掛けております。それ
から、国庫支出金については、出るという想定でやっております。それから、起債につい

ては従来方式、義務教育施設の場合には通常償還年数は 20年、25年になりますけれども、
これについてはＰＦＩ方式に合わせた形で 15年を想定して理論値をとっております。その
ような形でＶＦＭの検討をしたということでございます。 
 ７ページはＶＦＭのテストの結果ですが、17.3％のＶＦＭが出るという結論が出ました。
全体のスケジュールですが、16ページの別表１をごらんいただきたいと思います。12年 1
1月 30日に実施方針を公表しております。その後、特定事業の選定を行うわけですが、こ
こで特筆すべきことは、12年 12月６日 文部省より補助金について内示という表現を使
っておりますけれども、市長と文部省にお伺いしたときに、今までの補助金の運用によっ

て調和小学校に対しても補助金を支出いたしますというお話を文部省の担当課長からいた

だいたということでございます。口頭による内示というふうにお考えいただきたいと思い

ます。事務的には現在補助金の申請等を進めておりますが、12年 12月６日に文部省から
そういうお話をいただきましたので、最終的に今回のＶＦＭの中でも国庫補助金が出ると

いう形でやりましたので、ＶＦＭが 17.3％ということになっております。 
 ちなみに、研究会で国庫補助金がないという想定でＶＦＭを試算いたしましたが、その

ときには額にして 5,000万円、率にすると０．何パーセントという形でしかＶＦＭが出ま
せんでした。補助金が出ないと、外に対してはＰＦＩをやるということの意義が見いだせ

ないという結果でありました。 
 このあと条件設定等いろいろ書いてございますが、先ほど簡単に申し上げたとおりです。 
 特に今回の運営については温水プールだけという中身ですので、ＰＦＩに本当になじむ

のかという議論もあるかと思いますが、７ページの下にありますように、ともすると行政

のつくるものというのは箱だけありきで、その後の運営がなかなかうまくいかないという

のが例なんですが、今回は一般開放する温水プールの運営のノウハウがうまく活かされて、

市民に喜ばれるような形で運営していただけることを期待しております。 
 それから、８ページに入札手続等について書いてございますが、11月 30日、実施方針
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を公表し、事業協定締結が 13年３月ということで、非常に短い期間、４カ月余りの中でこ
のことをやっておりますので、先ほど東京都からありました債務負担行為の設定につきま

しても、12月議会で新たにＰＦＩのための債務負担行為を設定する議案を出すというよう
な綱渡り的なことをやっております。したがって、実施方針、特定事業の公表を行うと同

時に、議会で議論がされておりまして、入札公告を 12月 25日に致しておりますが、その
前の週の 22日に議決をいただいて、25日に公告をしたということをやっております。そ
の後、年末年始の休暇を挟みますので、質問に対する回答期間が実質的に少ないのではな

いかというご指摘もいただいておりますが、12月 25日に入札公告をし、説明会を 12月 2
6日に持って、第１回質問受付を１月５日にしているという状況です。ただ、この場合、
正式な入札公告、あるいは、入札説明書等については、25日に公告し、26日に説明会を持
っておりますが、その前段として、スケジュールの厳しいところを補う形で、正式なもの

ではありませんが、12月５日に入札説明書案等を公表させていただきながら進めてまいり
ました。その後、１月 25日には参加表明書、ＶＥ提案書の受付を行いまして、その時点で
条件規定書といったものを配付させていただきました。それから、２月 19日に入札を行い
まして、審査委員会をその週の土曜日、24日に行い、落札者を翌週の 26日に決定し、３
月 22日に事業協定を締結するというようなスケジュールになっております。非常にタイト
なスケジュールであり、他の方々から短すぎるのではないかというご指摘は当然受けるも

のと思っております。 
 ９ページは審査の手順ですが、審査委員会に関してはこのような方々にお願いいたしま

した。委員長には一橋大学の山内先生にお願いいたしております。今回は総合評価一般競

争入札方式を取り入れました。総合評価にあたっての評価項目は９ページの下段にありま

すけれども、施設建設部分ではＶＥ提案。このＶＥ提案のうち機能向上が認められるもの

について加点を２点、それから、施工計画というのは、先ほど申し上げたように 14年９月
に学校の授業開始ということでお尻を押えられておりますので、期間も厳しいということ

で、スケジュールを守れることが大きな評価の要因になっております。それから、施設の

維持管理、プール施設の運営。事業計画に関しては、資金調達とかリスク管理方針という

ことについて評価をさせていただきました。 
 11ページにＶＥ提案審査結果がございますが、12グループから参加表明をいただきまし
た。ただし、12番目のグループは入札直前で辞退ということで、実際の入札は 11グルー
プから応札していただいたという形になっております。ＶＥ提案に関してはそれぞれこの

ような形になっております。提案はたくさんありましたけれども、そのうち審査を通過し

たもの、採用したものという形で分けさせていただきまして、このような形になっており

ます。ＶＥ提案全くなしというところが１グループございました。 
 12ページですが、入札に関しては 11グループから参加していただきまして、入札価格
は表４のとおりです。これについては、市の側で申しますと、総負担額という形になりま

すが、現在価値ではない金額となっております。それから、ＶＥ提案を受けてどのように
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配点したかということが細かく書いてございますが、これについては 14ページに審査委員
会の講評を載せてございますので、後ほどお読みいただければと思います。 
 15ページが総合評価審査結果一覧ということで、１から 11までのグループをそれぞれ
示しております。今回の予定価格は、これまでの公共事業方式の予定価格としておりまし

て、入札価格についても現在価値換算しない形で出していただきました。ただ、今回は現

在価値を使うということになっておりますので、現在価値換算した数字も併記していただ

きました。現在価値を何に使ったと申しますと、現在価値換算した数字については総合評

価の評価値を出すというところで使わせていただいております。最終的に、13年３月 22
日に三井物産グループの設立した調和小学校市民サービス株式会社と、議会の議決を経て

事業協定を締結したということでございます。 
 全体の事業のスキームにつきましては、別表２のような形になっております。昨年の 12
月、プロジェクトファイナンスという形で、ファイナンスは富士銀行と安田信託にお願い

いたしましたが、その調印も 12月に終わったというところでございます。ここにあります
ように、調和小学校に関しては、設計は市の方でお願いしておりました設計会社が行い、

今回の施設建設の工事監理委託をＳＰＣから出していただくという形でやっております。

間もなく施設も完工いたしますのて、その後の運営をきちっとモニタリングしていくこと

が必要かなと思っております。 
 最後に、事業を推進していく中で、私どもの拙い経験ですが、課題として感じたことに

ついて 18ページに沿ってお話させていただきたいと思います。国庫補助金につきましては、
ＢＴＯ方式とすることにより交付されることとなりましたが、本来はＰＦＩの特徴に合わ

せた補助制度の柔軟な取扱いが必要なのではないかと思っております。今回は学校ですの

で、そういう意味ではＢＴＯでもよかったとは思いますが、今回の事業スキームの中でも

大規模改修が出ないということを前提に、維持管理・運営期間を 15年と設定いたしました。
15年を超えると大規模改修が出てきてしまうということで、事業期間はそういう面で見た
わけですが、ＢＯＴ方式もとれるのであれば、もう少し違った取扱いもできたのではない

かと思っております。 
 文部省も含めていろいろ調べましたら、学校が自ら所有権を持っている必要はない、法

律上の縛りはないようなんですが、補助金を出す際には所有権が必要だということでした

ので、今回はＢＴＯにしておりますけれども、いろんなことを考えていきますと、施設に

よってはＢＯＴによっても補助金が出るというような、制度の柔軟な取扱いが必要ではな

いかと感じているところです。 
 それから、今回、法律ができて、基本方針ができてすぐにＰＦＩに取り組んだというこ

ともありますが、補助制度の適用についてもう少し早めに一定のご返事がいただければ、

もう少し余裕をもった準備期間を設けてＰＦＩに取り組むことができたかなと思っており

ます。最終的には補助金が出ましたので、ＶＦＭが出てよかったとは思っておりますけれ

ども、補助制度についてもう少しいろいろ対応していただければありがたいなと思ってお
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ります。 
 それから、今回、学校について、自治省にＰＦＩ法の公共施設にあたるんでしょうかと

いう問い合わせをしたときに、一呼吸おいてご返事があったと伺っております。そもそも

ＰＦＩ法ができたときに、学校そのものが公共施設として想定されていなかったのかなと

いう印象は持っております。学校の運営のコアとなる教育の部分については直営でやるこ

とになりますし、調布市の場合には学校給食を単独校で直営でやっております。今回は時

間がなかったのでやれなかったのですが、時間があれば学校給食についてもＰＦＩ事業者

の方々に運営を委託することによって、学校を中心とした福祉による配食サービスとかい

ったさまざまな地域コミュニティとのかかわりの中で、給食施設についてもいろんな使い

方ができたのではないかと思っております。民間委託ということになりますと、労働組合

との関係もございますし、交渉に時間を要するであろうということから、今回は学校給食

については、これまで同様に単独校で学校給食設備を持ち、給食調理員を公共の側でセッ

トし、運営するということになりましたが、そういった面でもう少し時間があればいろい

ろできたのではないかと思っております。例えば、今問題になっておりますＩＴ教育の推

進といったものについても、民間の方々のノウハウとかお知恵を拝借して、さまざまに運

営できる方途もあったのではないかなと考えております。 
 それから、ＶＦＭについては、今回、先行事例を参考にしながら、削減率 20％というふ
うに見込んだわけですが、これについても参考になる指標があれば望ましいなということ

を感じました。 
 それから、先ほど東京都からも出ておりましたが、現在価値を算出する際の割引率も、

今回もインフレ率といったものから４％という数字で見ておりますけれども、それが本当

によろしいのかどうかということについても、妥当な基準がほしいと思ったのが実情です。 
 それから、今回、最終的なＶＦＭについてはあえてリスク調整費は算入しておりません。

その前段の試算段階ではいろいろ見ておりましたが、今回はリスク調整費を算入しなくて

もＶＦＭが出てしまいましたので、リスク調整費をあえて算入しておりません。今後これ

に関しても基準といったものが必要ではないかと思っております。 
 それから、入札の関係につきましては、総合評価一般競争入札、今回私どもの場合も 11
グループが入札に参加していただきましたけれども、入札に参加するだけで相当なコスト

がかかるということでしたので、これについて何らかの形で見てもらうことができないだ

ろうかというのが、応募された多くの方からいただいた意見です。 
 ３点目として、市の場合、これまでいろんな事業について分離発注等をして、受注機会

を拡大できるようにしているわけですが、今回はＰＦＩ事業のために、当然のことながら、

さまざまなものについて一括発注しているということから、市内企業が単独では参加しづ

らい状況にあったのではないか。そういう意味で、中小企業の参入についてもう少し工夫

する必要があるのではないかと思っております。ただ、今回のグループの中にプール運営

に関しては地元のスイミングクラブの方が入ってこられているという事例もございますの
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で、建設業に限って言うとこういう形になるかもしれませんが、維持管理・運営等になる

と地元の小さな会社の方でも出てこられるのではないかという印象を持っております。 
 さらに、地元雇用に関しましては、議会の中でもいつも議論になってきたことなんです

が、地元の下請を使ってほしいとの話は必ず出てまいります。それについても、実施方針

等でそういった表現を使ってはいるんですが、何ら拘束力のあるものではありませんので、

今後こういうところについても検討をする必要があるのではないかと感じております。 
 最後に、プロジェクトファイナンス、あるいは、地位譲渡を含む事業破綻時の対応とい

ったものについて、統一的な取扱いの提示が望まれるのではないかと感じております。 
 以上、雑駁ではございますが、調和小学校の建設及び維持管理事業につきまして、状況

を報告させていただきました。７月に完工し、９月から授業ができるというところで、今

まさに準備を進めている段階でございます。 
 以上でございます。どうもありがとうございました。 
○西野部会長  それでは、これから議論に移りたいと思います。本日も前回と同様４時ま
で時間をとってありますので、時間の許す範囲でご発言いただきたいと思います。 
 まず初めに東京都の報告について中心に議論をいたしまして、その後で調布市の案件と

いうふう思っております。そういうことで、ご意見、ご質問のある方、どうぞ。 
○Ａ委員  大変いいお話をありがとうございました。 
 一点だけお聞かせいただきたいんですが、資料の４ページの判断基準の未整備というご

指摘のところで、⑤の事業のタイプで総事業費に占める運営・維持管理費の比重が高いか

否かという点ですね、ここのところをどういうふうにお考えなのか聞き逃したんですが、

運営・維持管理費の比率が大きい方がＰＦＩの事業としては向いているであろうというこ

となのかどうか。調和小学校のケースですと、両方とも 20％の削減ということでやってい
らっしゃって、全体のコストの中で建設費のコストの占める割合が非常に高いということ

がございますが、事業タイプのところはどういうふうに判断基準等をお考えになっていら

っしゃるのか、そこのところを教えていただければと思います。 
○東京都 お話申し上げたように、建設費の部分で圧縮して、それを将来の維持管理費の

間接費に引っ張ると、将来の維持管理・運営がうまくいかない可能性もあるのではないか

という懸念もございます。私どもとして理想値として幾つという標準値を持っているわけ

ではないんですが、概ねフィフティ・フィフティになれば一番いいのかなと、リスクの分

担として。これは実績を積んでいるわけではございませんので、想定の限りという形でご

ざいますけれども、そういったことを考えております。 
○Ａ委員  そうしますと、最初の建設費が高すぎると、後年度の負担が硬直的になって望
ましくないのではないかというご判断ですか。 
○東京都 事業タイプにもよると思います。ソフト部分と言いましょうか、維持管理を中

心とした事業もありましょうし、箱物を中心として、将来的には法的な拘束等もあって維

持管理ができないというような事業もありますので、事業タイプによってそれぞれ違うと
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思いますけれども、できる限り維持管理・運営の部分でも民が参入できることによって、

人件費等の間接費の圧縮もできて、効果的なサービスが提供できるのではないかというこ

とで、この項目を出させていただいたというものでございます。 
○Ｂ専門委員  いろいろと貴重なご指摘をいただき、我々もこれから検討すべき課題も多
いと思います。今のＡ委員のご質問との関連でございますけれども、統一的な導入判断基

準が必要だということは私も全く同感でございます。何らかの形でこれを明確につくるこ

とが必要でしょう。ただ、できるでしょうかということと、実態は事業類型ごとにかなり

違ってくる。例えば、ご指摘の４ページの事業の規模、事業のタイプ、これは私はできれ

ば規制したくない。事業類型ごとに横断的な判断基準があればいいんでしょうが。あるい

は、非常に抽象的なものから個別の分野ごとに判断基準をつくって、個別の事業の特性を

考慮した上で判断基準を考えられた方が、より柔軟性が増すのではないでしょうか。果た

してそれができるかというのは課題ですが、その辺のところはいかがでしょうか。 
 例えば事業の規模とか事業のタイプが明示的に何らかの判断基準になるだろうか。それ

はＡ委員がおっしゃるように事業の性格によっても違ってくるだろうし、その事業の分野

を支える行政の意志、政策の意向によっても変わり得る要素がある。その辺は自治体のご

判断になっていく要素が出てくるんじゃないかと思うんですが、この辺はいかがでしょう

か。 
○東京都 Ｂ専門委員ご指摘のとおりでございまして、事業タイプ、事業類型、それぞれ

ございますので、統一的な判断基準を出すというのは非常に困難が伴うかもしれませんが、

ミニマム的なものが何かないかというところがまず一つの指標になるかということがござ

います。 
 もう１つ、背景として、これをやらざるを得ない要因がございまして、ユニバーサル・

テスティングすべきかどうかと。先ほど話の中で申し上げましたように、重要施策等を知

事が方針として出したこともございまして、すべての事業に幅広くＶＦＭがあるかどうか、

あるいは、ＰＦＩが参入できるかどうか、採用できるかどうかを判断しろということもご

ざいますけれども、一つひとつの判断について、民の方ももちろんですが、私どもとして

も時間的な費用というんでしょうか、金銭的な費用も含めて相当かかるということで、ど

こかしらよりどころをつくって、適用類型というんでしょうか、今、Ｂ専門委員からお話

があったような適している分野があるんではないだろうかと考えております。 
 イギリスの例を引くまでもございませんけれども、既にご承知のようにクラーク蔵相が

ユニバーサル・テスティングをやるという話になった後、環境問題等に着目して、道路と

か福祉関係の予算が向こうは非常に高いですので、病院とかに集中していくと。コンセン

トレートするような仕組みが一つあってもいいのかなということもございます。これは考

えている途上でございまして、いろいろな隘路があることも承知をしておりますので、こ

れから先もご意見なりご指示をいただき、ご相談申し上げながらやっていくべき事項かと

考えております。 
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○Ｃ専門委員  今のＡ委員のご質問に対してのお答えとも絡むんですが、フィフティ・フ
ィフティ程度ということが出ましたけれども、その辺についてもう少し明快にしていただ

きたいと思うことがございます。事業のタイプで、運営・維持管理費の比重という表現を

されています。フィフティ・フィフティとおっしゃったのは、施設のハードの維持管理的

なもの、清掃等も入りますけれども、いわゆる施設の維持管理というものが最大限いって

もフィフティ・フィフティではないかというニュアンスではないかと思うんですが。 
 ＰＦＩというのは、もともとの議論でもございましたように、サービスの提供という運

営にあたるものがもっと多くなければいけないんだろうという話は一昨年からもあったと

思うんですが、そこのところがもう少し明快にならないといかんのではないかと。我々の

常識からいきますと、例えば箱物の建設施設を維持管理すると 30年間でフィフティ・フィ
フティがマキシマムですから、調和小学校のようなケースであれば 15年ということですか
ら、当然半分になってしまいます。一方、東京都の金町浄水場のようなケースでは、イニ

シャルコストに対して 20年間が 11ぐらい、１対 10というような比率になってまいりま
すから、おっしゃるとおり事業の内容によって変わるんですが、今話題になっている建築

的な施設については運営の範囲をいかに増やしていくかということを注目していただく必

要があるんじゃないかと思っておりますけれども、その辺についてはいかがでございまし

ょう。 
○東京都 事業の類型と申しましても、現状の中で維持管理をお願いできる部分は非常に

小さいという事実がございます。これは法的規制もございまして、直営でなければならな

いという網が随分かぶっております。そうしますと、任せられる部分というのは、先ほど

学校の関係で給食調理の部分が出ましたし、施設の清掃が出ましたし、光熱水費関係の設

備の修繕と言いましょうか、そういった小さいところになりまして、果たして小さいボリ

ュームで株式会社をつくって、間接費を出して食べさせていけるんだろうかと。 
 そうしますと、一番初めの話に戻りますが、建設費のところで無理に間接費を圧縮して

益を出して、それを 30年間引っ張っていってでもＰＦＩで行うというイメージにしている
のではないかという懸念もございます。本来的に維持管理費の部分が強ければ、ソフト部

分で間接費の圧縮がききますので、ある程度利益を出していただければ企業としてやって

いけるということになりまして、ＰＦＩの理想的な姿になっていくと考えております。 
○Ｄ委員  東京都からは全体なお話、調布市からは具体的なお話を、いずれも大変参考に
なりました。 
 今の、どういうものをＰＦＩでやるかということとも関連して、法的な問題で隘路とお

っしゃったところに続くんですが、行政財産については法改正がなされていますけれども、

地方自治法上の公の施設については、東京都からご指摘がございましたように、従来どお

りの問題は残っているわけですね。５ページに税制上の課題、開発行為上の課題と、いろ

いろなところで東京都になり代わってやっている施設と位置づけられるＰＦＩと、制度上

公の施設の範疇に入れないでやる、従来の補助金をもう少し広げたような形のＰＦＩと、
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その間にもいろいろあって複雑なんですが、大きく言うと２つぐらいの類型があるかと思

うんですね。そこでどっちにいくかによって、税制上の問題とか、開発行為上の課題とか、

どちらがメインに出ているかによって違ってくるのかなという感じがしているんですが。

区部ユース・プラザは東京都も公の施設にしていないですね。そうすると、利用料金も自

分の方で徴収して、利用料金も自分で決めてという形での、民間事業者の柔軟な運営が可

能になっている。このように、ＰＦＩと言われているものの中に大きく２つあるのかなと

いう感じがしているんですが、その点どうお考えかということ。 
 それから、調布市は、学校でございますので、いろいろ縛りもおありになって、現実に

は給食等々までは行けなくて、プールの一般開放というあたりのみ、維持管理・運営部分

として民間事業者が行うとのことでしたが、それも公の施設として位置づけて利用料金な

ども条例で決めるという形なのか、お伺いしたいと思います。 
○東京都 ２タイプで、トランスファーをいつされるかということによるかと思います。

先ほど調布市から出ましたが、私どもも大きな課題と考えておりますのは、今の業法と絡

めて補助金等がないとＶＦＭが出ないという仕組みが一部にございますし、あるいは、ほ

かの地方自治法あるいは他法によって、施設を公で管理すべきだということになってまい

りますと、移転せざるを得ないという事実がございます。その事実があってもなお財政上

の支出を縮減するための手段としてＰＦＩを採用していくということになりますと、工夫

しながら広げていかざるを得ないという事実があるのが１点でございます。 
 もう１つの、ビルト・オペレート・トランスファーの方は、事業終了後に移転をしても

らう、あるいは、ＢＯＯと申しまして、東京都が金町浄水場でやっておりますように、20
年後には技術の陳腐化にあわせて施設を更地にしてしまうという方法もございまして、ど

ちらが民意を発揮しやすいのかと。将来的な結果比較になりますが、どちらが効果がある

のかということになりますと、民の自由度、フレキシビリティーが高い方が益が上げやす

いかなと内々では思っておりまして、最終的にはその方がサービスの廉価さ、あるいは、

良質なサービスの内容といったところに敷衍していくのではないかと。薄々感じている程

度で申し上げて恐縮なんですけれども、事例がまだ積み上がっておりませんので、そうい

った考え方が一つあるのかなと思っております。 
○Ｄ委員  そうなった場合、それは公の施設にしないで済むようなものがよいだろうと。
今度は逆の問題が出てきてきませんか。 
○東京都 公の施設という観念が、このまま続けていいものかどうか。私ども、物申し上

げづらい立場ではあるんですが、貸付のときに問題となる行政財産と普通財産の区別とか、

公の営造物について、公の施設とするしないということが、このＰＦＩという手法とうま

くマッチするものなのかどうかということは制度的な問題として抱えております。これは

議論を深めていって、今のような財政状況が当面好転しない中でサービスの改善をしてい

く上で解決しなければならない問題だろうと考えております。 
○調布市 プールにつきましては、学校の設置条例を今回変更しますが、それと同時に、
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あくまでも学校施設の一部というとらえ方をしております。ただ、それでは料金をとれま

せんので、調和小学校屋内プール設置条例という形をとらざるを得ないだろうと思ってお

ります。また、学校教育法の絡みもございますので、学校教育時間外については社会教育

の分野で使えると、たしかそういう規定だったと思いますが、それを活かして社会教育施

設というふうに位置づけたいと考えております。その条例をもって料金を徴収していきた

いと。したがいまして、ＳＰＣの方については、市直営の徴収委託という形で、料金徴収

だけ委託すると、その収入については市が歳入するという形を想定しています。 
○Ｅ専門委員  民間事業者のノウハウに関する記述がありまして、ＰＦＩを推進する上で
民間事業者のノウハウを引き出すことはポイントになる、まさにおっしゃるとおりだと思

うんですが、幾つか教えていただきたいことがあります。まず、複数の企業が提案してき

た場合、１つの可能性としては２つの提案を組み合わせるともっとすばらしいものができ

るということがわかった場合に、それを片方の企業に伝えるというようなことはフェアな

競争とは言えないような気がするんですね。その辺をどういうふうに考えたらよいのかと

いうことですね。 
 もう１つ、それに関連して、６ページに競争性の確保ということで、提案書の作成の負

担が非常に重たいと。二段階の入札にしようということを先ほど触れられたかと思うんで

す。その場合にも、一段階目で基本的な提案がなされたときに、それをほかの方に伝える

ことによって、例えば絞り込んだ事業者に、落札してしまった方の提案を流してあげた方

がよりよいものができるとわかっていた場合に、そういうことをしてよいのかどうか、そ

の辺を補足していただければと思います。 
○東京都 行政体として最大の効果を上げるために、提案等で得られた情報を網羅的に使

いたいというのは本音でございます。ただ、それぞれに特許とか、あるいは企業独自の工

法といったものを、どこまでディクローズできるかというのは、地方公共団体だけで判断

しかねる部分もございます。今申し上げたのはネゴシエーションをしていく部分で、多段

階的なネゴシエーション等をしていく部分で情報が開示できるという制度があれば、最良

の手法、工法が採用できる。それが民間企業にとっても競争関係が生まれていく、あるい

は、切磋琢磨してより高い技術力が芽生えていくというメリットが１つ。 
 それから、私ども地方公共団体にとっては、先ほど申し上げたように、Ａという工法で

はなくて、プラスＡ´という工法を用いることによって、より廉価であったり、より質の

高い技術を用いて、よりよいサービスが展開できるということになりますので、両方にと

ってよい効果はあるのかなと思うんですが、先ほど申し上げた特許とか情報の占有という

んでしょうか、そういった情報からすると、私どもから逆に流すことによって民間事業者

にマイナスを及ぼすということは、制度上も信義上もできませんので、ご指摘の部分を踏

まえて検討したいと思いますけれども、今の段階では制度的に無理なのではないかなと考

えております。 
○Ｅ専門委員 基本的な提案がなされた場合に、それを採用して他のところで活かす場合
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は幾ら支払いますというような形で活かすということでも難しいんでしょうか。 
○東京都 特許料を、私どもの経費として、ワンクッション置いてお支払いするというこ

とが、地方財政法なりその他の考えで、一私企業にメリットを与えるようなことにもつな

がりかねないような部分もございまして、少し難しいかとは思います。例えば入札提案書

と言いましょうか、条件書の中で、複数段階の提案のときの第一段階あるいは第二段階で

提案された必要と思われる、あるいは、一般化しても差し支えないと思われる情報につい

ては、私どもから開示をしますよということで、あらかじめ条件づけをして、それが了解

事項として参加していただけるのであれば、できない話ではないと思います。ただ、Ａ社

が持っている情報を流して、Ｂ社が使って、Ｂ社がＡ社にお金を払うというような仕組み

まで踏み込めるかどうかというのは、ちょっと考えないといけないのかなと思っておりま

す。 
○Ｆ委員  実務的には、日本ではまず二段階というのは難しいと私は理解しておりまして。
架空の話になるんですが、仮にできたとしたらどういう話になりますか。事務局として。 
○事務局  多段階選定も含めかねてよりいろいろご要望があるんですが、現行の日本の制
度上実務的には難しい面がございます。ただ、これは日本だけが難しいというよりも、Ｗ

ＴＯ政府調達協定との関係でどう考えるのかと。まだ最終の結論を聞いておりませんけれ

ども、先行しているイギリスあたりでも、その辺りをめぐってＥＵとの間で裁判になって

いるということも聞いております。 
 それから、今、東京都がお答えになりましたように、民間の方からいろいろ提案された

内容について、それをブラッシュアップする意味ではＡ社が提案したものをうまくＢ社に

最終的に取り込んでいくというのは、発注者からみればより良いものができてくると思う

んですけれども、今おっしゃいましたように、民間企業から言えば私企業の権利とか、企

業秘密とか、あまりオープンにしたくない部分もあろうかと思います。 
 なお、ご承知のように基本方針の中でも、基本的に、いろんな事項は公開することにな

るわけですが、民間事業者の権利、競争上の地位その他利益を害する恐れあるものについ

ては公表しないとなっております。むしろ民間企業の立場からすれば、自分のところでこ

れはいいと思った提案を、発注者である公共がそれを取り入れて、Ａ社はこういうことを

言ってきたんだから、あなた方のところはできないかというのは、公平性という観点から

現実問題難しいのではないかと思いますね。 
○Ｆ委員  今のお話で私はいいと思います。私が経験した話をさせていただきますと、Ｐ
ＦＩではなくて、普通の入札、デザインビルトのような入札なんですが、普通の入札で４

社が入札いたしまして、普通はある時期に応札者を決めて発表するというのが原則なんで

す。ところが、どうみても落札までいかない社が非常にいい案件を持っているわけですね。

それは特許の案件なんですが、特許案件ですから、ある意味では公表された案件なんです

ね。その社があとの３社に自分のところの特許を使わせないという条件で、そこだけが持

っているわけです。そういう例にぶつかったことがありまして、議論をしたんです。案件
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は香港の案件なんですが、第４番目の社には、あなたのところは候補ではありません、と

して落とすんですね。落ちますと、あとはその社の自由ですから、その場合にはその社に

あとの３社が特許を売ってくれとアプローチするんですね。それが入札書に書いてあるん

です、あれを使いたいんだけど、その社が売ってくれないので、こういう工法しか使えな

いと。それで、落とした理由としては、落とせばその社が、今までは自分のところでそれ

で工事をとりたいと思っていた立場が、売りにいける立場になるので、それを期待して落

としたと。そういうことを政府のセミアドバイザーのメンバーとしてアドバイスをしまし

た。香港では、それまでこのような経験はなかったそうですが、そのとき初めてそういう

ことをやりました。結果的にその社は売らずに、あとの３社で通常の審査をやったと。 
 今の話をもう一度繰り返しますと、ある企業の持っている秘密というのは、特にＰＦＩ

の場合には創意工夫が大事なことなので、それを漏らすというのは一般論としては無理だ

ろうと思うんです。 
○東京都 最終段階まで数社間でネゴシエーションをしていって、その中で最適と思われ

るものを決めていくという仕組みがございますね。イギリスでは、共通になっている一般

競争入札、大きく括ってしまえばその中だという考え方をしているようなんですけれども、

それは詭弁というか、今、裁判にかかっていて、危ないという話になってくるんでしょう

が。 
○Ｂ専門委員  いわゆる調達手続に関しましては、違反しているんじゃないかということ
で、昨年の１月にＥＵ委員会が英国大蔵省にリーズンド・オピニオン（Reasoned Opinio
n）を提示したケースがあります。ただ、英国大蔵省は交渉方式による入札方式が第三者に
対する透明性、公開性、平等性が確保されている限りにおいて、ＥＵ調達規定並びにＷＴ

Ｏ調達規定に抵触しないという主張を変えていません。あくまでもＷＴＯ、ＥＵの規制は

第三者に対する競争の公平さにある、それが貫徹されている限りにおいて、多段階方式、

交渉方式は当然許されるというスタンスをとっているわけです。そういった意味において

は、競争した業者が交渉方式が第三者に対して公平なのかということをチャレンジできう

る構図になっている。それについては議論はございます。ただ、制度として、英国政府の

多段階方式が崩れるということはないと思います。また、根本的なチャレンジではないと

私は判断しております。 
○Ｆ委員  ＷＴＯの規定が一番厳しくて、どうしてああいう規定になったのかという経緯
は知りませんが、ＷＴＯの協定に加わっていない国では、例えば入札価格を変えるという

例もあります。私は、海外の工事しか経験はありませんが、世界銀行なども二段階選抜を

やっています。普通の工事のようなものですと、標準の価格に対して入札をしまして、そ

こで第一優先交渉権者を決めて、その後、交渉して値段を下げたり上げたりということを

やっています。第一交渉権者と第二交渉権者と同時に交渉をやっている国もあると聞いて

おります。世界的に見ますと、いろんなバリエーションがあって、入札方式というのは決

定版はないんですね。逆に日本の場合はＷＴＯの中で動いておりまして、日本でＰＦＩを
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やる限りはその範囲で動かざるを得ないというのが今の立場で、それを変えるとするとか

なりの努力がいるのかなと思います。 
○Ｃ専門委員  今のお話も関連しますが、とりあえず日本の方に話を戻して、現実問題と
して、日本で二段階審査は実際に行われております。一番端的なのは、公募型プロポーザ

ル方式ということでＰＦＩを発注されているところでは、明快に二段階審査、あるいは、

交渉もするということをおっしゃっています。その決断によって現実には行われていると

いうことが１つ。 
  それから、一般競争入札ということで公募されているものについても、一段目を資格審
査と称してやっていらっしゃるところはたくさんございます。交渉の部分は非常に大きな

問題がございますけれども、二段階についてやろうと思えば多分できているんでしょう。

その効果の度合いについては多少疑問がございますけれども、そこのところは現実にそう

でございますし、我々も日常そういうところでやっております。 
 それに関連して言わせていただきますと、現実に民間の立場から言ったときに、二段階

があるという前提で、現実にやられている中で、二段階の一段階目は絞り込みという面で

非常に意味ある。単なる資格審査で、会社の帳票なんかを出して、10人が 10人みんな通
ってしまうというような一段目ではなくて、絞り込みの度合いが非常に強い、ある程度一

生懸命やらないとできない二段階の場合になればなるほど、民間側としてはそこで出した

知恵を外に出すということに対しては非常に抵抗がある。現実に我々もやっておりますけ

れども、ある程度知恵を出さなければならない。要するに１次のところで何かのものを出

すということは、何らかのことで外に漏れるという心配もあるわけですから、できるだけ

１次で努力をして通らなきゃいけないけれども、自分たちのアイデアは出さないようにし

ていこうという工夫をしているのが現状です。 
 特に今のお話の中で特許、パテントということもございましたけれども、現実にはパテ

ント絡みで云々というものよりも、創意工夫の範囲で、思いつくか思いつかないかという

ことになってしまいますので、その辺は矛盾する面があって難しいんだろうなとは思いま

す。 
○Ｆ委員  ガイドラインをつくっている段階で、多段階のようなことができればいいとい
う希望はあったわけですね。また、質問と答えというセッションをつくっておりまして、

それを通して、自分のところは下りようとか、そういうことが行われるのではというよう

なことも期待していたわけです。 
○西野部会長 事務局から何かございますか。 
○事務局  私どもの理解は、二段階、すなわち最初のところで絞り込むことについては、
あらかじめ審査の条件を提示しまして、その条件を提示した社について条件合格者という

意味での選抜を行うことは可能であると。 
今、話がちょっと混乱しているのかなと思いますのは、よく言われます公募型プロポー

ザルによる入札ですが、最終的にそれは随意契約であるということであれば、会計法上あ
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るいは地方自治法上の随契要件の、どの号で該当するのかというきちっとした判断基準が

あることが必要です。 
 それから、もう１つは、交渉するというプロセスのところでございますけれども、交渉

を通じて当初の条件が変わってくる。変わってきたときに最初に提示された条件との関係

で、それが競争条件を阻害しないような条件変更、いわゆる軽微な変更の範囲にとどまる

のかとどまらないのか。それが競争条件に影響を与えるわけでございまして、その辺は具

体的な事例で判断しないと、それが軽微なものと言えるのかどうか。そういうところを一

般的な解としてお示しするのは、たとえ会計法あるいは地方自治法を所管している立場で

あっても難しいことであろうと思いますので、その辺は個別具体的なものを積み上げない

と、判断は難しいと思っております。 
○西野部会長  今の事務局からの回答は、私も聞いていて従来と変わっていないと思って
おります。 
○Ｇ専門委員  ２点ほどお聞きしたいと思います。まず、ＰＦＩを導入することによって
事業が早期に供用されるということをどこまで東京都でお考えなのか。あるいは、そうい

うことはあまり考えておられないのか、早期に供用されるとしたときに、どういうふうに

それを評価の中にお考えになるのかというのが１点です。 
 もう１点は、先ほどＶＦＭの話がありまして、補助金がつかなかったらＶＦＭが出ない

という表現があったんですが、誰にとってのＶＦＭかと。財源をどこで考えるかというこ

とで、東京都の財政支出から見れば補助金が出なければ問題だと、調布市も同じだったと

思いますけれども、そのときの財源の調達費用はどういうふうにお考えになっているのか、

この２点をまずお聞きしたいと思います。 
○東京都 まず１点目のご質問の、ＰＦＩで早期に事業が提供できるかどうかということ

ですが、一般論と言いましょうか、私どもが経験している限りでは、手続がたとえ単純だ

としても、事前の審査というか、事前評価に年単位、数カ月単位かかって、先ほどござい

ましたように民間事業者からの質問に詳細にお答えして、諸条件を詰めてということにな

ります。行政のスピードアップというところと若干相いれない部分はございますけれども、

財政面の効果に着目していくということの方に重きを置くということになろうかと思いま

す。 
 これから先、事例を積み上げていって、どこの部分がさばけるとか、このステップは要

らないのではないかという議論が出てこようかと思いますが、私どもも、先ほどお示しし

た２ページ、３ページにあるようなステップ取りをようやく始めたところでございまして、

これが最低限必要なステップかなと。これをすべてやっていきますと、単純な仕組みのも

ので１年半から２年、事前の審査にかかっていく。それから、仕組みが複雑になってまい

りますと、例えば他省庁分野で補助金の出所が違うとか、そういったものを複合施設的に

やっていこうとなると、その調整にも時間的なものが加味されてまいりますので、一、二

年を越すような時間がかかってくるかと考えております。 
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 それから、補助金の話でございますけれども、ＶＦＭを算定するときにＰＳＣの中で、

今、補助制度があるということになりますと、それは財源の一部として当然に入ってくる

ことになりますので、それを加えた上で、平たく言ってしまうとＰＦＩのライフサイクル

コストとの比較考量をやっていくと。補助金がない部分、要するにリスクがあるわけです

ね。先ほど調布市から実例的な話が出ましたが、出る出ないというのが時間がたってもな

かなか出てこないということになりますと、なしにして算定せざるを得ない。想起してい

るＶＦＭが０・何パーセント、数パーセントという話がありましたが、そうなってくると

ＰＦＩをとりづらい。いわゆる、補助金があるかなしかによって、ＶＦＭの内容が決まっ

てしまうという話になりますので、ＰＦＩの本旨にイコールなのかというのはやや疑念が

あるという趣旨でございます。 
 ただ、補助金除きでどういうふうな財源調達をするかというお話がございましたが、地

方債はもちろん、市中金融機関からの借入等を含めて、それに見合うような、利率のでき

るだけ低いところという努力はいたしますけれども、もらいっ放しの補助金に比べて、借

りた金は利をもって返すというのがありますので、天秤で比較をすると補助金のある事業

に着目せざるを得ないのかなという感じがいたします。 
○Ｇ専門委員  前回出られなかったのは、イギリスに所要があり、その機会にハイウェイ・
エージェンシーでインタビューしていたんです。そのときに早期供用効果をどれぐらい考

えているのかと聞きましたら、トランザクションタイムが長いから、そんなには期待して

ないというように彼らも言っていました。日本でも、箱物じゃなくて、もうちょっと大き

なインフラの場合だったら、単年度の予算制約が縛りなって予算がつかないから次々遅れ

ていくという形もあるわけですね。逆に言えば、大きなプロジェクトだったら、どこまで

民間がうまくファイナンスできるかによると思いますけれども、事業短縮効果も出て、早

期の供用も理論上はあり得るんじゃないかと思っています。 
 あと、先ほど道路ということもお話になったわけですが、事業としてそういうインフラ

絡みの、箱物というよりは、道路とか公園とかいうようなものについて、どの程度ご検討

されているのか教えていただければありがたいと思います。 
○東京都 道路の建設事業そのものというより、むしろ開発行為、再開発とか区画整理を

含めて大きな視点から都市づくりというものを考えていきますと、ボリュームが非常に大

きくなります。図式を単純化して、例えば道路建設事業ということになりますと、起点か

ら終点までを１本で考えられるかどうかというと、１本すべて一括して１年間で供用する

ということではございませんで、ある程度ＰＦＩでやっていて、将来的に１本全部任せま

しょうということになります。そうしますと、当初では事前調査に時間がかかりますが、

実際に舗装あるいは基盤づくりが一回できてしまえば、あとはシステマティックにものが

運んでいきますので、起点から終点までの整備期間総体で比較していくと短縮化は可能と

いう視点は出てくると思います。 
 それから、地べた面で、先ほど申し上げた再開発等でＰＦＩだけではなくて、私どもが
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今やっております事業協力者の制度とか特権者の制度、そういったいろいろな仕組みを複

合的に混ぜ合わせていくと、もう少し時間的にうまくいくかなと。例えば事業協力者と申

しまして、地元の人たちとの交渉事を代位してやるスペシャリストと言いましょうか、職

際的な分野、職域が出てくれば、私ども行政が手をくだすよりも、ソフトの部分で時間的

な隘路というか制約が軽減できるのではないかと考えております。 
○事務局  今いろいろご議論が出た中で、補助金の交付のお話がございましたので、補足
的に説明させていただきます。 
 部会でも以前ご説明したことがございますが、補助金の交付につきましては、特にイコ

ールフッティングの観点から、地方公共団体を中心に何とかならないだろうかというお話

もございましたので、財務省の主計局と相談いたしまして、ＢＴＯのみならずＢＯＴの場

合についても、さらに分割支出についても、その補助金の交付について支出がなされるよ

うにということで、特に補助金交付要綱は各施設、公益施設を所管している省庁が所管し

ておりますので、各省庁において必要に応じて補助金の交付要綱を見直すようにというお

話を、関係省庁連絡会議の席上で私どもからお話をさせていただきました。その結果、幾

つか補助金の交付要綱の見直しが進んでいるところでございます。そういう形で、先ほど

調和小学校のお話がございましたけれども、少しずつ仕組みが動きつつあるというご報告

をさせていただきます。 
○西野部会長  どうもありがとうございました。 
○Ｈ専門委員  ちょっと別の観点から質問を１つだけさせていただきたいと思います。Ｐ
ＦＩが公共サービスを提供する新しい手法であるということで、それを事務的に進めてい

くときにテクニカルなノウハウとか情報は、現在の時点ではアドバイザーに多く頼らざる

を得ないというのが現状ではないかと思うんです。それを考えますと、よいアドバイザー

を選んで、よいＰＦＩを推進していくと。よい、というのはどういうことかというのはあ

りますけれども、ＰＦＩの趣旨を活かすと、そういうことをやってくれるアドバイザーを

選び、そういう事業を選んでいくということが、今後のＰＦＩの推進にとっても大事なこ

とだと思うんです。そのアドバイザーの選定に関しては、競争性とか公正性とか透明性と

いうものに配慮していらっしゃることはあるのでしょうか。国の事業については、アドバ

イザーを公募したりもしていると思うんですけれども、東京都ではそのようなことについ

て何か配慮されていることがあったら教えていただきたいと思います。 
○東京都 今ご指摘の所要の情報と言いましょうか、いろいろなテクニックと言いましょ

うか、それがありませんとＰＦＩはなかなか進め難いという事情もございます。個別のＰ

ＦＩ事業、あるいは、おしかりを受けるかもしれませんが、ＰＦＩ的な事業も含めて、ア

ドバイザーは事業発案の段階から入札に至るまで、個別具体に事業実施局の方で情報をも

らわないと事業は進みません。そのためにどうしているかと言いますと、プロポーザルと

言っていいんでしょうか、提案方式で競争環境をつくりまして、その中でいろいろご提案

いただいて、最良と思われるものを内部審査会で審査をして選んでいくという仕組みをつ
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くっております。 
 そうしたことによって、よいアドバイザーかどうかというのは事後評価の問題もござい

ますので、言いづらいところなんですけれども、私どもが現在いろいろなアドバイザリー

業者にお願いをしている限りでは、得がたい情報をいろいろ頂戴しているということでご

ざいます。波及効果として、最終的にどういう提案を、民間事業者あるいはコンサルタン

トの方がするのかというところに私どもは着目しております。 
 先ほど図面の中で、両輪体制といって事業実施部隊と、私どもの財務畑の方で相互チェ

ックの機能をしていますという話をいたしましたが、コンサルタント会社でご提示いただ

いたいろいろな仕組みとか情報を吸収させていただいて、営繕畑とか財産管理畑でそうい

った情報を蓄積しながら、将来可能かどうかは別ものなんですけれども、事業発案を事業

実施部隊がしたときに、私どもが逆に民間のコンサルタント会社に近づいた形でチェック

をするところまでできればなと考えております。 
 本来的な姿からというと、公費を支払ってお願いするより、自前の給与費の中だけでそ

れができるのが一番理想でございますので、目指すところはそこなんですが、今の段階で

とてもそこまではいかないかなと。ただ、そういった情報を頂戴しながら、ノウハウを蓄

積していくと。それをできる限り、あるいは、初めは東京都だけの話かもしれませんが、

それを敷衍していって、将来的には地方に共有する情報とするというようなところまでい

ければなと考えております。 
○Ｆ委員  今の質問とお答え、両方とも確認しておきたいところがあります。こういうこ
とをするときにはコンサルタントに頼むというのが一般です。ただ、非常に難しい案件と

か、あるいは、発注部署に全く人がいない、コンサルタントの言うことすらわからないと

いうときに、アドバイザーを雇うということではないかと私は理解しているんですけれど

も、それでよろしいでしょうか。 
 もう１つ、私は一般の入札とかデザインビルトという設計施工とか、そういうものにか

かわってきていまして、私がかかわっているのは世界的な意味での大工事になるんですね、

日本でいうと明石海峡大橋というような。私が関係したのでは、香港の新しい空港をつく

るときに、ボトルネックになる大きな橋が２つあったんですが、それを工期内におさめる

ためにはコンサルタントの能力だけでは限界があろうというので、政府側のアドバイザー

としてコンサルタントから出てくるものを、これで結構です、このとおりで間違いありま

せんとか、ここは少し問題があるのでもうちょっと検討をとか、そういうことをやったん

ですね。 
 普通はそういうアドバイザーを雇っていないと思っているんですが、その辺はＰＦＩの

場合の一般的な使い方とは違うんですか。 
○Ｃ専門委員  前もちょっと議論があったと思いますけれども、海外の事例としては先生
のおっしゃるとおりであろうと思います。今、コンサルタントとアドバイザーという言葉

が混在してここで使われておりまして、日本の今のＰＦＩの世界、今のご質問もご返答も
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そうだと思いますけれども、両方同じことをおっしゃっているんです。要するにアドバイ

ザー、イコール、コンサルタントということだと思いますし、そういう２つの分化した機

能はないんじゃないかと思います。 
○東京都 今、代わりにお答えいただいたとおりで、ちょっと混在している感じがござい

ます。ただ、先ほど申し上げたとおり、私どもはいろいろなノウハウをためていって、事

業発案の段階でこれが適かどうかということを、導入判断基準を含めてやっていくところ

で、私どもの知恵だけでは足りないということになってまいりますと、これから先、基礎

的な判断をするための専門家と言いましょうか、本当の意味でのアドバイザーが必要にな

ってくるのではないかという議論はございます。 
○Ｆ委員  調布市の委員会がありましたが、あれはアドバイザーですか。 
○調布市  アドバイザーという位置づけになるかどうか、我々が、いわゆる入札関係の書
類等を作成しますが、それで競争性が高まるかとか、一般的にそれでいいのかどうかとい

うことの評価をいただくということでした。それから、総合評価一般競争入札ですので、

その評価についていろいろ審査していただいて、審査委員会としてこれが優秀ですよとい

う提案をしていただく。それをもって我々は行政判断として選定するという行為になりま

す。ですから、アドバイザーでもコンサルタントでもないという位置づけになろうかと思

います。 
○Ｆ委員 私が今仕事をさせていただいている案件では明確にアドバイザーとしておりま

す。したがって、発注主の人には入ってもらっておりません。入札結果も含めコンサルタ

ントに全部評価していただきますということをお願いしております。出てきた結果を、コ

ンサルタントが持ってきたものを、それが正しいかどうかを専門家としての集団として違

った目で見る。そういう役割をしております。実際に発注している自治体が小さいもので

すから、コンサルタントが持ってきたものの判断が難しいというので、その間にワンクッ

ションかませております。 
 評価についても、定性的な評価だけを出すというふうに決めておりまして、コンサルタ

ントの持ってきた結果の、この部分はこれでいいですよ、我々の判断と一致します、この

部分はこういう意味で少し違う見方ができますとか、そういうことを結論として出そうか

というので、本来の意味のアドバイザーに近い形にもっていったつもりでいるんです。そ

れは今後の発展ですからね。そういうケースもあるというぐらいの認識でいいかと思いま

すが。 
○事務局  プロセスのガイドラインの中でもコンサルタント、アドバイザー、両方同じ書
き方をしております。それから、先ほどの調布市の例はむしろ事業者の最終的な選定にお

いての審査委員会、最終的に市が意思決定をするときの委員会だろうと思います。 
 なお、これも合同部会では報告させていただいておりますが、特に大きな自治体の場合

はいろんなノウハウが蓄積されると思うんですけれども、小さい自治体の場合だと、かな

りの部分、コンサルタントとかアドバイザーに頼らざるを得ない。そのためのお金が結構
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かかるというお話もございまして、13年度の補正、あるいは、14年度の予算はこれから審
議するわけでございますけれども、実施方針の策定に向けての事前の調査というんですか、

コンサルタントに発注する調査について補助金制度、13年度の補正は成立しておりますの
で、14年度も引き続き同様の制度をつくろうということで、政府の予算案の中には入って
おります。資金的な意味でも自治体がもう少しＰＦＩを取り組みやすくするという措置は

講じてきております。 
○Ｉ専門委員  事業が箱物からサービスに移行していくに従って、サービスの比重が高く
なればなるほど、間接費の度合いが大きくなってくると思うんですね。したがって、今後、

ＰＳＣの算定にあたって間接費をどこまで算定するのか。その辺が関心事としてあるんで

すが、現段階で東京都でＰＳＣ算定、あるいは、今後どうやっていくのかということにつ

いての方針、それから、今までの経緯をお聞きできればと思います。 
○東京都 非常に難しい問題でございまして、ご承知のように地方公共団体を含めて、行

政の勘定の仕方が丼勘定でございまして、平たく言ってしまえば大福帳です。単式簿記で

すと、所要支弁人件費と平均人件費というんでしょうか、ある一定の時点で縦切りにして、

そのときの人件費掛ける所要人員数というような単純な出し方なんですね。民間事業者が

間接計算するときには、その事業のボリュームというんでしょうか、 100の事業があって、
その 10分の１の 10であれば、全体 200人いれば 20はそれで食べてますよという計算の
仕方になるんですね。今までの時点のＰＳＣの中の人件費というのは、平均人件費掛ける

所要人員数で計算せざるを得ないという事情がございます。 
 これをお示しいただいたガイドラインに載せていくときに、例えば東京都の総体の事業

ボリュームを、ＰＦＩの事業ボリュームで割り返して人件費を出す事が適切なのかどうか

ということを議論しなければいけないんですが、厳密に比較をしていくのであれば、事業

ボリュームが何人の食い扶持を稼いでいるというところまで落としていって間接費は計算

すべきだろうと考えております。これが近々のうちできるかどうかはまた別の問題なんで

すが、それでやるべきだろうということは理念的には考えております。 
○Ｊ委員  東京都と調布市共通のことで３点ばかりお聞きしたいことと、東京都だけがお
っしゃったので、繰り返してお伺いします。 
 全国 3,300の地方公共団体がありまして、今までの話がありましたように、能力という
意味ではものすごい差があるわけですね。そういう中で、今までの事業立ち上げの段階で

の悩みは伺いましたが、今後当然出てくる作業として、まず第１にモニタリングが出てく

るわけですね。モニタリングは大きく言うと２つある、事業モニタリングと財務モニタリ

ングと。地方公共団体の立場からすれば、事業が継続的、安定的に、順調にいかないと困

る。そういう意味では事業モニタリングは非常に重要であると。次に財務。これは倒産し

たりとかいう面もありますし、あるいは、契約上財務制限条項とかありますので、これを

チェック、モニタリングすると。今までときどき漏れ聞くんですが、そう言われても大変

だ、どうやってやるのと。正直言って今までなさっていないわけだから、当然だと思うん
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ですね。地方公共団体の頂点に立つ東京都に、能力的に問題があれば、ほかはおしなべて

力量がないと。その辺をどういうふうにお考えになって、今後どういう対策、あるいは、

これを外部の専門家に委ねるようなことまで考えておられるかどうか、これが第１点です。 
 第２点は、さらに特殊な分野でございますが、事業破綻ということが出てくるわけです

ね。金融機関でもステップ・イン・ライトと、こういうものをどうするかという話が当然

出てきていると思いますけれども、地方公共団体の立場から言いますと、つぶれるかどう

かというよりも、事業が存続できるかという立場からそこのところを考えざるを得ないん

だろうと思うんですね。これについても、倒産企業をどうするかとか、倒産法令を念頭に

置いた上で私的整理みたいな格好で何とか破綻させずにやらせていくかと。これは法律的

な問題も含めて専門的な知識なりノウハウを必要としておりますが、今後は必要になって

くると。これについても同じように能力的な問題をどのように補完するか、外部の専門家

に頼らざるを得ないのか。そうすると自前でどこまでできるのかというところをどこまで

お考えなのか。 

 ３つ目は、ＰＦＩの効果というのは、民間事業者がさまざまなノウハウでコストをカッ

トしてくるということがありますけれども、それに加えて、ＰＦＩをすることで地方公共

団体なり国が、事業をどういうふうに見直すかというところからスタートするべきだろう。

実際、伺っていますと、それぞれそういうお考えもお持ちのようです。全体かどうかわか

りません、少なくとも一部はある。従来の行政は縦割りであるという弊害がある。もう１

つは、前例をベースにする。先ほど調布の小学校でどこまで業務の範囲を広げるかという

お話がありましたが、民間事業者としてはさまざまな業務を組み合わせることによって、

人件費を圧縮するとかいうことがあるわけですね。ところが、業法上の制約もあったんで

しょうけれども、公共サイドではなからそういうことを考えてないと、仕組み的に提案し

にくいというのがありますね、民間事業者から見ますと。つまり、どこまで組み合わせて

くるか。こうやってくれればもっとカットできるのにとか、あるいは自分の業種との関係

でメリットが出てくると。それが地方公共団体あるいは国でもそうですが、最初の構想の

段階で型にはめてしまいますと、できない。そこのところを、提案の段階でどこまで合理

化策を検討されるのか。さっき申しましたように、ＰＦＩの効果はそういうところも含め

てあるべきなんだろうと考えているんですが、伺っていますと、従来の延長上でスタート

されているのかなと。ＰＦＩにするか、従来方式でするかという決定の前に、まず事業が

どうあるべきかというところで効果を探っていただくことが必要かなと思うんですが、そ

このところをどうお考えなのか。この３点は共通です。 
 最後に１点、先ほど東京都からＰＦＩは長期というお話がありましたけれども、事例で

は５年程度、実際には長くなったんですが、ＰＦＩ事業もあったんですね。これは新設と

は限らないで、旧来施設に修繕を加えて、収益還元でやっていけるぐらいの期間であれば

５年でいいんじゃないかとか、短くてもいいと。ＰＦＩは国の財政的な制限から 30年とい
う縛りがありますけれども、何年でなきゃならないということはなくて、短くとも構わな
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いと。そういう点でいきますと、東京都は長期とおっしゃっていたので、そういうことは

こだわらなくても、お考えなり得るのかなと。そこのところのご意見を伺いたい。 
 以上です。 
○東京都 根本的なところからまずお答えしたいと思います。初めの議論に返って恐縮で

すが、私どもは財政難と組織の肥大化をどうするかという発想がございまして、それぞれ

財政再建推進プランとか、そのほかの行政改革、行政評価、その中の一手法としてＰＦＩ

を考えているのが実態でございます。ＰＦＩを手法とするということと、ＰＦＩを目的化

するというのは大きく違いまして、それを目的化することのないような仕組みの中で考え

ていこうと。事業を民にお任せして何の手法が最適なのかということをまず考えようとい

うことがございます。ＰＦＩは重要なその一分野ということになります。そのほかに、先

ほど期間の話がございましたが、５年程度のものであれば、包括的に委任できるような部

分とか、いろんな代替手段もあろうと。それを比較考量していって最良の手法を選んでい

こうというのが私どもの現状の動きでございます。 
 幾つかお話がございましたが、一番肝要なのは、最初に質問のございましたモニタリン

グをどうするかということで、これは事業評価をせよということで、私どもがお示しさせ

ていただいた資料の３ページに事業実施のチェックというのが書いてございまして、契約

内容の履行監視とか、事業の報告書をそれぞれ事業実施部隊でつくると。これは平たく言

うとつくると言っていることになりましょうか、内部審査、内部監査をして、それを財務

局に出してもらって、改めて私どもで財務チェックということがあろうかと思います。そ

れから、地方公共団体としては、独立行政委員会である監査委員の設置がございますが、

監査委員は監査委員として、行政効果を含めて別の面でチェックするということになろう

かと思います。それから、行政監察室というのがございます。これは行政効果そのものを

財務に限らずチェックしようという仕組みでございます。これが３つ入ってくるというこ

とがございます。 
 そのほかに、始まったばかりでございますが、行政評価制度を設けております。事業を

数量化して、何パーセントまで何年次に達したというような評価がございます。こういっ

た仕組みを絡めあわせながらということになりますが、一番肝心なのは、廉価なサービス

を、優良な質に引き上げて提供する、その提供する評価者はだれかということでございま

す。今まで申し上げたのは、監査委員は別として、内部の仕組みということになりますの

で、外部からそういった評価をしていただくような仕組みができるかどうかということを

今後考えていかなければいけないだろうと。これは期中と事業実施終了後両面で考えなけ

ればいけないだろうと思っております。 
 もう１つ、評価ということを申し上げますと、最初に事業を発案した段階でそれから効

果が推量できるのかというところもございまして、そこまで広げてまいりますと、事業の

開始から事業終了に至るまでの間でいろいろなチェックの仕組みを輻輳的に考えて、評価

制度を設けていかないと、事業が先行してしまって、評価は後回しにならないだろうかと。



 36 

これから先は将来の話になりますが、最良の効果が出たということになれば、その手法は

また別の分野に適用できましょうし、あるいは、こういうところがまずいということにな

れば、並行的にＰＦＩあるいはＰＦＩ的な手法を用いている事業について、改善すべき点

ということで示達ができるという効果を考えております。 
 それから、事業破綻時の問題でございますが、破綻した場合にどういう取扱いをするか

というのは事前に契約条項の中で明示することになります。あるいは、ご指摘いただきま

したように、地方公共団体と融資をする金融機関団で、ダイレクト・アグリーメントの中

でどういう取扱いをするということになりますが、今の仕組みの中で、事業が破綻したと

きに地方公共団体の側から、旧来の仕組みであったような信用保証をかけるというような、

ベーシックな安全弁というのはとりづらい。あくまでも民に事業展開をお任せしてという

ことになりますので、そこまでの責を負っていただくことになりますが、出資者限りで終

わるのか、あるいは最終的に事業の提供母体が地方公共団体であるという、いわゆるアカ

ウンタビリティのところまで逆上っていくということになると、地方公共団体の責務は 10
0 パーセント免れきれないかなという感じがいたします。私どもはここまで考えをしてい
るんですけれども、これからの検討課題かなと考えております。 
○西野部会長  次に進みたいと思います。 
○Ｆ委員 多少気になるところ、質問とコメントと両方させていただきたいと思います。 
 まず最初に、東京都の４ページの４のＰＦＩを進める上での横断的課題の（1）の①の事
業の公共的意義、これは一般の公共事業であってもＰＦＩであっても変わらないんです。

特に書かれると気になるというコメントをさせていただきたいと思います。 
 それから、６ページの上の方に、ＰＳＣの算定基礎というので、入札予定価格と書いて

ありますが、これは上限でございますので、過去の落札の平均値みたいなものを採用する

という考え方もあります。ほかの国では入札予定価格というのは、あくまでもこのぐらい

で落ちるであろうという価格でございまして、日本のようにそれを超えると落ちないとい

うことではありません。世界的にはＰＳＣというのはそういう理解をされているのではな

いかと思っております。 
 それから、この辺がちょっと微妙なんですが、同じ６ページの一番下のところで中小企

業対策と書かれているんですけれども、海外の事例を見てますと、ＰＦＩであっても商社

だけというのがあったり、あるいは、商社が中心というケースがあったり、商社と金融と

いうケースがあったり。仮に建設系が入っても、発注先を地元の業者にかけるという条件

を入札条件に課しておけば、ＳＰＣの構成と 、ＳＰＣがどこに発注するかというのは別の
話かなと理解しております。 
 それから、調布の話を聞きまして、非常に関心したんですが、東京都の９ページの図に

調整というのがありますね。これは具体的には調布市のようにＶＦＭが出ればＰＦＩで実

施すると、ＶＦＭが出なければ従来型の公共事業でやると、こういう調整というふうに理

解してよろしいですか。 
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○東京都 資料には、事業実施部隊がどうすると書いてございますけれども、その都度そ

の都度で課題が出てまいりますので、その課題に応じて予算・財政部門なり、契約部門で

コーディネートさせていただくという意味合いでございます。大きな意味ではＶＦＭの算

定があって、部会長おっしゃるとおりＶＦＭが出なければ、ＰＦＩの事業ではなくて直営

にするという判断は当然出てくると思います。しかし、その代替手法をとったとしてもこ

ういった調整はまだ残るという意味でございます。 
○事務局  若干、補足させていただきます。Ｆ委員が最後におっしゃられた発注のところ
は非常に難しい問題かなと思っております。つまり、法の精神は一般競争入札が原則とい

うことになっていますので、競争入札のときに地域要件を入れるということになるわけで

すが、果たして競争条件の確保が図られているのかどうかということを詰めていくと、非

常に難しい問題かなと思います。現実には、これはＰＦＩというよりは一般の工事の話で、

Ｆ委員もよくご存じの話ですけれども、地元の企業は資材とか雇用者の確保に柔軟に対応

できるということで、例えば指名競争のときに一定規模以下ということで入札に参加して、

一定の事業量を確保するということがございますが、一般競争ということで考えた場合に、

今は一定規模以上で実施されております。そういうところに地域要件をつくるというのは、

最終的にＳＰＣの分担の中で建設という行為がどこに落ちるのかという話になるとしても、

そこはなかなか難しいのではないかと今のところ考えております。 
○Ｆ委員  これは大事な要件でしょうし、私が誤解していたら訂正いたしますが、ドイツ
では公共事業は地元に発注してはいけないという規定があるんですね。それに対して、日

本では、私が理解している範囲では、かなり前に閣議決定をされまして、地方公共団体の

事業の 28％は地元業者に出すと。現在それは 40％まで上がっているというふうに理解して
おります。それは地方公共団体の方が詳しいのではないかと思うんですが。それに従って

そういうことができるのかなと思ったんですが、いかがですか。 
○東京都 閣議決定の詳細な数値は持ち合わせておりませんが、大分前に、旧建設省の事

務次官と旧自治省の事務次官の連名通達がございまして、地元中小企業の育成と言いまし

ょうか、発注しなさいというような通達がまだ生きております。それが私どもが言うとこ

ろの中小企業の育成につながってくると。一方で、ＰＦＩの本来的な趣旨とすると、一括

方式と言いましょうか、スケールメリットになりますが、そこが相いれないということに

なっておりまして、地方公共団体としては先ほどの連名通達とか、先生おっしゃった閣議

決定に拘束されますので、これを表に出していかざるを得ないという事情がございます。 
○事務局  先生おっしゃったのはいわゆる官公需法による中小企業の受注の確保について
の閣議決定、これは前から出ております。ただ、それを実際の入札方法にどうやって反映

させるということは、各入札方法はどういう形でやるべきかという、べき論があると思い

ます。ですから、それは結果として中小企業の育成ということで、受注目標として日本全

体でこうあるべしという目標値を掲げるというのは政府の１つの施策として、中小企業育

成策としてあり得ると思いますけれども、例えば競争性を確保しなければならない入札形
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態の中である種の制限的なことをやるということがなじむのかどうかというご議論かなと

私は理解しております。 
○Ｆ委員  非常に明快でございまして、私の発言を訂正させていただきたいと思います。
つまり、ＳＰＣを組む段階で建設系の企業が入るとすれば大きくなるのはやむを得ないが、

ＳＰＣがどう発注するかというのはまた別の方法でございまして。私の訂正をそのように

させていただきたいと思います。 
○西野部会長 大分時間が過ぎましたが、主として調布の案件に入りたいと思います。 
○Ａ委員 調和小学校の件で、９ページの表１の評価項目と配点の件でお教えいただけれ

ばと思います。これは要求水準書とか入札説明書の条件をクリアしていれば全部 75点、基
準点であると。あと、加点の部分はどちらかというとサービスとか機能といったものが中

心になっておりますね。コストの分は基準だけクリアしていればいいんだということで、

コストの分が何割とか、サービス分が何割とか、そういうふうな方法とはまた別な方法で、

これはいろんな方法があるんだろうと思うんですね。このケースでこういうふうな配点方

法をとられたことについて、その間の議論とか、小学校だからそうなのか、そういうとこ

ろをお教えいただければと思うんですが。 
○調布市 基礎点は 75点なんですが、当初パシフィックコンサルタンツのアドバイスをい
ただきながら進めている段階では、70点にしようという話をしていました。金額よりは評
価がきくという形だったんですが、専門の方のアドバイスをいただいたときに、調和小学

校の今回のスキームは枠組みが比較的簡単であると。施設建設、いわゆるビルメンテとプ

ールの運営ということで、特殊性があるような維持管理とか運営がないため金額勝負にし

てもいいんじゃないかという話がありまして、当初 70対 30だったものを 75対 25にまず
いたしました。 
 30点の加点項目が 25点に減りましたので、それぞれ配分を考えていったわけですが、
ＶＥ提案の取扱いについてどうしようかと悩みまして、最初は高い配点をとっていたんで

すけれども、何度も申し上げておりますように、期間が短いということで、ＶＥ提案を考

えるいとまがないだろうということと、ＶＥ提案を認めるということは、それによってコ

ストダウンにかかる方のＶＥ提案が多い、コストアップにつながるようなＶＥ提案は少な

いのではないかという想定をいたしまして、ＶＥ提案によるコストダウンについては入札

金額という金額面に反映できるであろうという判断をして、ＶＥ提案については配点を若

干薄くしたと。 
 もう１つ、公共事業方式でやった場合、秋口、９月ごろがタイムリミットと申し上げま

したが、ことしの２学期から開校するにあたって、ＰＦＩにしたことによって発注の時期

が、公共事業方式に比べると半年ばかり遅れて発注する格好になるわけです。そのために、

施設の竣工が間に合うかどうかということを重要な視点ととらえまして、施工計画につい

て、特に施設の建設部分では手厚く見ております。ですから、これがきちっとできるかど

うか。幸いにも、さっき言いましたように、校庭の設計整備について入札をかける段階で
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は、施設建築物は７月末完工なんですが、校庭整備は 12月でいいという話をしていたんで
す。それが実際にはいろんな提案を受けていく中で、校庭も８月で整備できるという提案

をいただきまして、そういふうになりました。そういう意味では、施工計画について非常

に手厚くやったということですね。 
 それから、プール施設の運営は初めてのことでもありますので、ノウハウとしてここが

一番聞かせていただきたいということから、配点を高くしたということです。あとは、事

業計画の中で資金調達の問題が出てまいりますが、事業計画の中では、最初に東京都から

お話がありました債務負担行為の制約ですか、12月に債務負担行為を設定して、入札公告
をし、３月に契約を終えないと、債務負担行為が流れてしまう縛りがありまして、２月 19
日入札、26日候補決定をして、その後ＳＰＣを立ち上げていただいて、議会の議決を経て
正式に契約を結ぶというスケジュールが合うかどうか。これも我々にとっては今回のＰＦ

Ｉ事業の生命線になりましたので、特に事業計画の中では２月 26日に落札予定として決定
して、３月議会に間に合うような形でＳＰＣを立ち上げることができますかというのが、

一つの評価基準になりましたので、ここも５点という比較的高い数字にさせていただきま

した。 
 そういうことで、25点の配分を決めさていただいたということでございます。 
○Ｋ専門委員  そういう点からしますと、これは大変タイトなスケジュールだったわけで
すけれども、このスケジュールがもう少しゆとりのあるスケジュールですと配点は変わっ

てきたと。あるいは、金融機関からしますと、資金調達ということで、このときは相当程

度タイトな背景で、通常この種の案件に銀行が何らかの支援の意向を表明する場合には抽

象的な形が一般的だと思うんですけれども、かなり強いものを求められた、あるいは、強

い方がいいというご判断があったんだと思うんですが、この辺もやはりその辺がもっぱら

ということでしょうか。 
 もう１つ、６ページのＶＦＭの検討でございますが、ＶＦＭが従来方式とＰＦＩ方式で、

ＰＳＣベースで 17％ぐらいのＶＦＭが出るという試算をされて、実際の入札結果において
はそれを大きく下回るということで、その意味では大変な成功ということが言えると思う

んですけれども、この結果として、当初従来方式で予定された、あるいは予想されていた

ところと最終結果は、初期投資のところが一番大きかったのか、差し支えない範囲で教え

ていただければと思います。 
○調布市 最初のスケジュールがもう少しゆるやかであればというお話ですが、確かに配

点は相当変わったと思います。事業計画、特に先ほど申し上げましたように、ＳＰＣの設

立については評価する必要もなかったと、変な意味ですが、当然のことですので、これの

時期についてはあまり気にする必要もなかったかなと思っております。それから、資金調

達に関しましては、金融機関の確約書といったものを求めました。ほとんどのグループか

らはそれ以上のものが出てきたという結果ですので、資金調達にあたって評価は皆さんほ

とんど満点だったと記憶しています。一部そうじゃないところはありましたが、全くない
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か全部あるかというようなことでした。 
 それから、ＶＦＭに関して、計画書はどうだったのかという話ですが、イニシャルコス

トとしては３割程度落ちています。ですから、公共事業方式で行うと想定しておりました

市の負担額は、それをもって 15年間の維持管理費用を含めて賄えたということですので、
相当程度削減効果があったと思っております。 
○Ｅ専門委員  今、初期投資の部分で３割程度コスト削減できたというお話があったんで
すが、この中で校舎の建設の部分は、基本設計は与えられていて、あまり自由度がないと

いうお話があったと思うんですね。そのような場合に、工夫をする余地がないのでコスト

削減もできないのではないかということが、第１点目は 80％という数字を想定するときに
内部的に議論がなかったのかどうか。それから、実際は３割減というお話がありましたけ

れども、そのときに校舎の部分と校庭の部分のどのあたりで大きなコスト削減ができたの

か、差し支えなければ中身を教えていただきたいと思います。 
○調布市 まず 80％の件ですけれども、私どもも悩みました。具体的な基準があって、あ
るいは、理論的背景があって出てきた数字ではございませんので、先行事例を見ながらと

いうことでした。例えば総務省に伺ったときに、80％の根拠はなんですかと言ったときに、
旧建設省で出されている公営住宅で、年度間の予算は制約から離れて、出来高払いがなく

なりますので、会計年度独立原則から外れたことによる 10％の減ぐらいは何とか説明がつ
くかなと思ったんですが、それ以上の 10％については先行事例を参考にしましたというこ
とです。 
 ですから、何がどうなのかよくわかりませんが、当初の初期投資の３割ぐらい減になっ

たというのも、今回の入札予定価格というよりは、最初に予算の措置をした、いわゆる公

共として設定した金額に対して３割ぐらい減ったということで理解しております。それか

ら、この辺がどうだというのは、そこまであたっておりませんで、申しわけないんですが、

今手元に持っておりません。全体としてそうなりましたという結果です。 
○Ｌ専門委員  先ほど補助金等のイコールフッティングの問題がございましたけれども、
本事業に関して、そこも全くイコールであると仮定した場合に、ＢＴＯ、ＢＯＴ、果たし

てどちらを考えられたのかなと。このケースでもいいですし、本質論でもいいかと思いま

すが、その辺をどうお考えなのかという点。もう１つ、13ページのリスク管理方針という
ところで、事業のリスク管理についての方針や対策を評価されたということですけれども、

具体的にどんな項目で評価されたのか知りたいと思いました。 
 以上２点でございます。 
○調布市 最初の補助金がつくということで、全くイコールだったらＢＴＯ、ＢＯＴどっ

ちを選ぶかというお話ですが、今回は学校だったということで、補助金が出る前提だから

ＢＴＯと申し上げましたけれども、大規模災害があったときの緊急避難所になるという制

約をどうしようかということもありましたので、今回はＢＴＯを選んだわけです。これが

学校でない、一般的な公共施設であるという考え方をとりますと、15年ではなくて、もう
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少し長い期間にわたって事業期間を選んで、ＢＯＴにした方が、施設のメンテナンス、い

わゆる日常のメンテナンスという意味ではなくて、ハード部分の改修とか大規模改修等も

もう少しいろいろなことで検討ができたかなという思いはあります。 
 15年という制約も大規模改修が出ないとか、資金調達の制約等いろいろあったんですが、
大規模改修をやらなくて済むというのがひとつ大きなメリットとしてありましたので、私

どもに維持管理が完全に移る年に大規模改修を行わなければならないという制約もついて

しまいました。そういう面では、ＢＯＴについてももう少し検討したかったなという思い

はあります。ただ、ＢＯＴの場合はどうなんだという細かいところまでやっておりません

ので、ここで今どちらをとると言われたら、即答できる材料は持ち合わせておりません。 
 それから、リスク管理ですが、評価書を持ち合わせてないんですけれども、例えば建設

期間中のリスク管理というところでは、建設工事保険とか賠償保険に加入します。それか

ら、公共事業、特に学校ですから、住宅地の中にございますので、工事期間中の近隣住民

に対してどういう対策をとるのか。公共事業となるといろいろ増えてまいりますので、そ

ういう面での対策。内容としては、工事用車両の通行経路とか、振動、騒音といったこと

に対する対策をどういうふうにとっているのかということですね。それから、維持管理・

運営期間中のリスク管理ということでは、ビルメンテナンス保険とか施設賠償責任保険、

そんなところを見ております。それから、資金調達に関しては、金利の問題ですね。どの

程度の金利なのか、変動なのか固定なのか、その辺のところを見させていただきました。

そのようなところがリスク管理方針として評価項目に掲げたところです。 
○Ｇ専門委員  ９ページの配点のところですが、配点の大きさが重みをあらわしているよ
うには見えますけれども、実際に点数を与えられたときにどれだけの幅があるのかで、実

際の重みが決まってくると思うんですね。大体これに等しいぐらいのバラツキがあったの

かということが１点です。それから、これは事前に公告されてますので、後でこの重みを

変えるわけにはいきませんが、総合評価の段階でこれがどれぐらいだったら結果がどうい

うふうに変わったのかというような、一種の感度分析的なことをやられたのかというのが、

今のところで質問でございます。 
 もう１つ、全体の事業として民間事業者に対してサービスをよくしようというインセン

ティブがどこにあるのかがわからないんですけれども、そういうところの工夫がなされて

いるんだったら、そこについてご説明いただければと思います。 
○調布市 最初に配点の関係ですが、15ページに表５総合評価審査結果一覧というのを載
せておりますので、11グループの加点合計、分布を見ていただきたいと思いますが、ＶＥ
提案については出した数に左右されますので、これはそれほどかなと。あと、施工計画に

関してはほとんどのところが工期を守りますよというお話ですので、これもほぼバラツキ

がないであろうと。それから、施設の維持管理についても、非常に高いところもあります

が、平均すると３～５の間におさまっているという状況です。事業計画も、先ほどありま

したように、資金調達の関係がありますので、ほとんどが同一の点数と。リスク管理方針
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のところは幾つかバラツキはありますが、ほぼ横並びであると。 
 今回、落札金額の１位、２位が逆転して落札予定者が決まりました。これについては、

候補者を決定した翌日からご説明しますということで、すべてご説明をしてまいりました。

特に１位、２位逆転に関しましては、先ほどから申し上げておりますＳＰＣの立ち上げの

時期、これも提案書の書き方の問題だったんですけれども、その辺でＳＰＣが確実に年度

内に設立されるかどうかというのが、入札金額で１位の事業者はその辺が非常に不明確な

書き方をされておりましたので、こちらとしては満点を差し上げられなかったと。そこで

逆転しましたという説明はさせていただいております。ですから、逆転したというのはそ

のほかでは順位で４位のところが２位になったりというようなことも一部でありましたし、

11グループのように入札金額では９位のところが総合評価では５位というようなところで
すので、それぞれのグループによって得意分野で高い配点が出たかなという気もしており

ます。 
 それから、今回のインセンティブの問題ですが、挙げられるとすればプールぐらいしか

ないというところから、この９月から運営が始まりますけれども、ことしの半年と来年度

１年間のプール入場者数を基礎として、まだ細かい基準は決めておりませんが、それより

も何人増えれば１人当たり単価幾らで、サービス購入費のプラスアルファをいたしますと

いうことで契約を結んでおります。債務負担行為も、今回の債務負担行為については、金

額もあるんですが、文章表現でそういうことも表現させていただいております。ですから、

基礎入場人員を超えた部分については、１人当たりの単価を掛けたものをお支払いすると

いう形で債務負担行為を設定しておりますので、16年度以降、これまでの基礎数値をとら
せていただいた上で、努力すればその分、１人当たり何円になるか細かい金額は決めてお

りませんが、そういう形でインセンティブを働かせていきたいと考えています。 
○西野部会長  そろそろ時間でございますので、Ｂ専門委員を最後にということでよろし
くお願いします。 
○Ｂ専門委員  全国初の案件でいろいろとご苦労されたんじゃないかと思いますが、今の
Ｇ専門委員のお話とも関連しますが、義務教育に関しては行政委員会としての教育委員会

が重要ステークホルダーで入ってきます。例えばサービスの規定とか範囲とか、そういう

ご議論の中で市当局と教育委員会とはどういうご議論があったんでしょうか。例えば反対

とか無理難題はあったのでしょうか。また、政策上、教育上の要請が行政当局のご意向以

上に反映されているのかどうか、ほかの案件にも参考になりますので、ぜひともお聞きし

たい。 
 なぜかと申しますと、将来的に文部科学省とか教育委員会のご意向、ＰＴＡのご意向等、

いろいろあると思いますが、学校のＰＦＩをさらに展開するためには、Ｇ専門委員がおっ

しゃったようにサービスにどうやってインセンティブをつけるのか、またサービス範囲を

増やすのか。恐らく究極的には教職員、小学校の生徒、保護者も含めた教育支援サービス

みたいなものも対象になりうるのでしょうか。いわば、学務課のアウトソーシングみない
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なものですね。学校はオープン化して民間の支援サービスは拡大しうるということもいう

ると思います。そういったことに教育委員会はＰＦＩ手法に反対するんでしょうか。その

辺、差し支えない範囲でお伺いできたら、参考になると思います。 
○調布市 教育委員会の基本的なスタンスは、公共事業方式で予算化しておりましたと申

し上げましたが、地方自治の関係でいきますと、市長が建設をし、管理を教育委員会がや

るという関係になっているわけです。そういう意味で、教育委員会側としてはとにかく学

校を建ててほしいということでありまして、その手法は問わないというのが基本的なスタ

ンスでした。 
 ただ、議会の議論の中では、教職員組合を背景にした議員もいらっしゃいますので、私

どもでさまざまな資料を議会にお出しする中で、学校の施設開放が理論的にできるものと、

実態としてやっているものとありますが、今、学校施設として開放しているのは体育館と、

一部の特別教室なんですね。ただ、教育委員会規則を見てまいりますと、普通教室も開放

できるという規定になっております。現実的な対応としては今まで開放したことはござい

ませんが、そういう規定になっていますので、そういう基準を設けて開放する施設として

はこういうところですということをお示ししました。 
 そのときに、これは教職員の意向も大分汲んでいるかなという思いもありますけれども、

普通教室というのは教員と子どもたちのプライベートな空間であると、それが一つの考え

方のようなんです。こちらからするとちょっとおかしいなと思う部分はありますけれども、

確かに子どもの私物等が置いてありますので、そういった側面もあるかと思っています。

ですから、今後、学校を地域に開かれた施設として開放を進めていくためには、その辺の

ところがネックになっていくなと。ただ、今回に限って言いますと、財政状況が厳しくて

なかなか建てられませんよ、建てるためにはこの手法しかありませんという攻め方をいた

しまして、民間の委託の問題とか運営・維持管理の問題というのは若干薄まった形で進み

ましたので、これまでのところ大きな声は聞いておりませんし、地元のＰＴＡの方も反対

をされておりません。調布市の場合、体育施設に関しては各小学校に地元住民で構成いた

します、学校施設開放運営委員会というボランティア組織みたいなものを、行政側でつく

って、そこに何がしかの委託料を払って自主管理をしていただくという仕組みをとってお

ります。その方たちが今回プールとか学校施設そのものも、維持管理を民間が一手に引き

受けると。そうなると学校が使いやすくなるんですか、ならないんですかと、そういう聞

かれ方はしています。それに関しまして、私どもとしては警備委託はＡ社、清掃はＢ社と

いうふうにバラバラになっていたものが、学校のメンテに関してはすべて今回できたＳＰ

Ｃですよという言い方をしていますので、学校を使う側からしても１つの窓口で済むとい

うことは非常にいいのではないかというお話をさせていただいておりまして、現在のとこ

ろそれに関して反対のご意見等はいただいていないという状況です。そんなところです。 
○Ｆ委員  どうも気になることが１つございます。校舎の詳細設計ができた段階でもし値
段が下がるとすれば、リスク移転の部分だけだろうと思うんですね。あるいは、ＰＳＣを
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オーバーエストメイトしていると。 
 今回の件の場合には受注したいという業者がいるという環境を見れば、こういう数字が

出たということであって、一般には工事の費用は詳細設計が出れば同じ。創意工夫を働か

すことによって、ＰＦＩで値段を下げようとしているんですが、設計が済んでいるのであ

れば、建築物の単価というのは、工事費は同じですから、中身が同じであれば同じで、創

意工夫で高い材料を使うところを安い材料を使えば安くなりますしね。あるいは、運営の

ところにはきくと思うんですね、つくり方によって。したがって、工事費が違うというの

は大部分リスクの分で、公共は安全側を見て、このぐらいでやればどこの業者がやっても

できるであろうという日程で組みますが、実際に民間はもう少し短く組んだりしますし、

作業機械が余っているときに使うとか、そういうことで安くなることは事実なんですが、

それはケース・バイ・ケースになると思うんですね。 
 一般論で割引をするというのはごくわずか適当だと思うんですが、先ほどＢ専門委員か

らありましたように、ケース・バイ・ケースだということにしても、このケースは幾らと

いうふうになってしまいます。この場合はこういう予測ができたというふうに理解してい

ただきたいというコメントをさせていただきたいと思います。 
○調布市 私どもも小学校としては全国初ということもありましたので、こういったケー

スもあるということです。 
○西野部会長  ありがとうございました。 
 ３時間とっていただいて十分かと思っていたんですが、なかなか議論が尽きないようで

ございまして、予定の時間をちょっと過ぎております。大変失礼いたしました。きょうは

非常に有益な議論をさせていただきましたが、この辺で終わりにしたいと思います。 
 報告者の方にはご多忙のところをご足労いただきましてありがとうございました。 
 それでは、報告事項がございますので、事務局からご説明をお願いいたします。 
○事務局  もうお時間がまいっておりますので、簡単に説明させていただきます。 
 資料提供ということで、平成 14年度のＰＦＩ関係の政府予算案、各省から情報を入手し
ましたので、それを表に取りまとめたものがつづられております。特に新規のところを中

心に、簡単にご説明しますと、内閣府のところを見ていただきますと、先ほど申し上げた

ように、市町村がＶＦＭの検討などをする場合に、調査費用の２分の１を補助するという

ものが 1.5億、予算案として計上されております。それから、警察、防衛それぞれ施設に
ついて新規に可能性の調査を行うということでございます。 
 それから、２ページでございますが、似たような形で法務省、あるいは、外務省につい

ても、それぞれの所管施設についての調査費の計上がなされております。財務省について

は、事業費でございますけれども、14年度予算のところを見ていただきますと、国庫債務
負担行為の設定ということで約 207億円の債務負担行為の設定がなされています。３地区
の宿舎の建替えをＰＦＩでやろうということでございます。 
 ３ページ目にまいりまして、文部科学省ですが、あとからも幾つか出てきますけれども、
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中央合同庁舎の７号館について調査費が計上されております。それから、国立大学等とい

うことで、16施設について事業実施に向けた調査費が計上されております。それから、厚
生労働省につきましては、国立病院・療養所等、あるいは水道について等、ＰＦＩの導入

にかかる新規の調査が出ております。農水省につきましても、森林の事業、あるいは、リ

サイクル施設事業等について、補助対象にＰＦＩ事業者を加えるということが出ておりま

す。 
 経済産業省は特にございませんで、５ページ目、国土交通省につきまして、先ほど申し

上げた中央合同庁舎の７号館の建替え、あるいは、先ほど申し上げましたが、道路事業で、

駐車場についての補助採択基準に合致するものについて、買取についての補助ということ

で補助要綱を変えたということでございます。 
 それから、６ページ目は環境省でございます。これについては、廃棄物処理施設につい

て、産廃、浄化槽について補助対象に追加というのがございます。それから、立法府でご

ざいますが、衆議院と参議院でございます。まず衆議院につきましては、赤坂の議員宿舎、

これは事業費でございますけれども、14年度、国庫債務負担行為 409億設定ということ
で、具体的に事業に入るということでございます。それから、調査費ということで、議員

会館の建替えについての調査費、可能性の調査について検討に入っているということでご

ざいます。会計検査院は同じように中央合同庁舎７号館のことでございます。 
 以上でございます。 
○西野部会長  今のご説明について何かお聞きしたいことはございますか。 
 特になければ、今後のスケジュールのご説明をお願いいたします。 
○事務局  今後のスケジュールにつきましては、きょうはこういう形で事例のことについ
て行いましたけれども、次回も民間事業者から同じような形でヒアリングを行うというこ

とで、西野部会長とご相談しながらやらせていただきたいと思っております。 
 日程につきましては、後ほど調整してご報告したいと思っております。 
 以上でございます。 
○西野部会長  以上で、本日の議事を終了したいと思いますが、最後に何か特にございま
せんでしょうか。 
 それでは、お時間がちょっと過ぎておりますが、ありがとうございました。 

 


